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向け、社員が一丸となって取り組んでいる姿をわかりやす

く編集しました。さらに、結果報告だけでなく、達成に向

けての活動プロセスも報告するように心掛けました。

参考にしたガイドライン
● GRIサステナビリティ レポーティング ガイドライン　

　2006（Global Reporting Initiative）

● 環境報告ガイドライン（2007年版）（環境省）

編集方針
本レポートでは、エプソンの「経営理念」に沿った章立て

によりCSR活動を掲載しています。編集にあたり、エプ

ソンが捉える重要課題への対応を社会･環境課題との影

響も考慮し、重要性の高い項目を拾い上げました。さら

に外部有識者からのご意見を参考にして、重要な報告事

項の選定を行いました。

最も重要と捉えたエプソンの取り組みには「お客様価

値の創造」を、重要な社会的課題対応では「環境ビジョン

2050」の実現に向けてを特集で紹介します。また全体を

通し、2009年に制定した長期ビジョン「SE15」の実現に

エプソングループ
サステナビリティレポート2010

対象期間 

2009年4月～ 2010年3月　
＊ 一部、2010年4月以降の最新情報を含みます。

対象範囲  

セイコーエプソン株式会社ならびに関係会社95社（出資50%

超の連結対象子会社）。ただし、環境活動の報告対象範囲は

セイコーエプソン株式会社ならびに国内関係会社21社、海外

関係会社50社（ISO14001取得かつ出資50%超）。

＊ 本文中「エプソン」と表記した場合はエプソングループを、「当社」と表記した場合  

　 はセイコーエプソン株式会社を意味します。

発行履歴  

1999年に『セイコーエプソン環境報告書』を発行して以来、毎

年発行しています。2003年より『サステナビリティレポート』と

タイトルを改め、社会性報告を加えています。

次回発行予定 

2011年7月

加入団体

グローバル･コンパクト･ジャパン･ネットワーク

社団法人電子情報技術産業協会

社団法人日本経済団体連合会

社団法人ビジネス機械･情報システム産業協会

社団法人産業環境管理協会

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会

財団法人安全保障貿易情報センター  など

報告期間中に発生した主な組織の変更

連結子会社の清算 （2社）

  Time Tech （Hong Kong） Ltd.

  Epson Electronic Technology Development（Shenzhen）
  Co., Ltd

　

　

　本レポートのお問い合わせ先
　セイコーエプソン株式会社 

    〒392-8502 長野県諏訪市大和三丁目3番5号

    TEL 0266-52-3131（代表）

　お問い合わせURL

　  http://www.epson.jp/contact/

　CSR活動紹介URL　

　  http://www.epson.jp/csr/

　　　　　　

サステナビリティレポート2010の発行にあたって
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■ 従業員数  連結 77,936人

                  単体 13,502人 

■ 売上高／営業利益 

                  連結 9,853億円／182億円

● 地域統括
● 販売・サービス拠点
● 生産拠点
● 開発拠点
● 駐在員事務所 など

仕向地域別売上高の割合

地域別従業員数の割合

日本　地域別売上高 3,450億円
　　　 従業員数 　　 22,602人

アジア・　   地域別売上高 2,098億円
オセアニア   従業員数 　　 49,957人

欧州　地域別売上高 2,129億円
　　　 従業員数 　　　2,688人

米州　地域別売上高 2,176億円
　　　 従業員数 　　   2,689人

21.6% 3.4%

21.3% 64.1%

35.0%35.0%

22.1% 3.5%

29.0%

会社概要 
■ 社名　   セイコーエプソン株式会社
               （Seiko Epson Corporation）

■ 創立　　1942年5月18日

■ 本社　　長野県諏訪市大和三丁目3番5号

■ 資本金　532億400万円 

グローバルネットワーク 
■ グループ会社数
    　　　　106社 （国内26社、海外80社）

連結業績ハイライト

売上高  9,853億円

（億円）

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

9,853

15,495
14,160 13,478

11,224

営業利益  182億円

（億円）

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

182
257

503
575

△15

経常利益  138億円

（億円）

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

138

279

490

632

53

当期純利益  △197億円 

（億円）

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

△197△179 △70

190

△1,113

総資産  8,700億円 

（億円）

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

8,700

13,257 12,850
11,391

9,173

純資産　　  2,828億円

自己資本比率   32.3 %
 

純資産（億円）
自己資本比率（%）

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2,828

4,745 4,943 4,714

3,186

35.8 36.6 39.3 33.0 32.3

Epson Group Sustainability Report 2010

エプソングループの概要 （2010年3月31日現在）
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事業別
従業員構成比

売上高 （億円） 営業利益 （億円）売上高構成比

△171 △182

△92

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

3,951

3,116

2,480

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

23.9%

28.8%

事業別
従業員構成比

売上高 （億円） 営業利益 （億円）売上高構成比

27

△19

△41

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

839
726

577

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

5.6%

7.5%

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

9,029

7,698
7,126

832

301
380事業別

従業員構成比

売上高 （億円） 営業利益 （億円）売上高構成比

68.6%

58.8%

ページプリンター大判インクジェットプリンター

ミニプリンター PC スキャナー ビューワー

タイミングデバイス センシングデバイス オプトデバイス

USBコントローラー MCU 高温ポリシリコン
TFT液晶パネル

ウオッチ 6軸ロボット ICテストハンドラー眼鏡レンズ

インクジェットプリンター プロジェクター

Epson Group Sustainability Report 2010

エプソンの主な事業分野
エプソンは「情報関連機器事業」「電子デバイス事業」「精密機器事業」の3事業を柱としています。

  情報関連機器事業　　売上高 7,126億円　営業利益 380億円　

　イメージング（静止画、動画）を紙あるいはスクリーン上にて展開する技術を事業の根幹としています。

  電子デバイス事業　　売上高 2,480億円　営業利益 △92億円　

　「パワーセービング（低消費電力 ･低電圧）」「スペースセービング（製品の小型化）」「タイムセービング（商品開発
期間の短縮、短納期）」を実現する「省」の技術を事業の根幹としています。

  
  精密機器事業　　　　売上高 577億円　営業利益 △41億円　

　「超微細 ･超精密加工」「高精度」「高信頼性」の技術・ノウハウを事業の根幹としています。
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チーム力を最大化して

お客様のため、社会のために

必要とされる会社の実現に

一丸となって取り組みます。

Epson Group Sustainability Report 2010

社長から皆様へ

トップメッセージ
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変化を成長につなげる
世界規模の景気後退の影響を受け厳しい状況が続いていましたが、後半は景気も徐々に

回復するなか、収益改善諸施策の取り組みもあって、2009年度は当初目標であった通期

経常利益のブレークイーブンを達成いたしました。

しかしながら、当社の事業構造改革は道半ばであり、私どもは、2011年度までの活動

の道筋となるSE15前期 中期経営計画を達成することにより、この改革を何としても完遂

しなければなりません。

すでに、世界全体が大きな過渡期を経て、経済の牽引役は、先進国に代わりエマージン

グ諸国と言われる新興国になってきました。いまや新興国は「巨大なマーケット」としての存

在感と影響力を増すと同時に、我々の「コンペティターを多く生み出す地域」ともなりました。

そして、世の中は、大量生産・大量消費を美徳とする時代から、「持続可能な成長」を前提と

した社会を希求する時代に変貌し、お客様の求める価値観も大きく変化してきています。

このように「お客様の価値観」も「競合相手」も大きく変わるなか、エプソンは、自らも変

化しながら、革新的な商品やサービスを通じて、お客様の求めるものを提供し、お客様か

ら成長のチャンスをいただきたいと考えています。

エプソンの強みを活かし、強い事業の集合体でお客様に感動を
当社の成長シナリオは2つあります。

1つは、すでにある強みに集中することにより、我々が持つ強い技術を深掘りして、お伝

えして、新たなお客様を多く創造することです。今までの事業活動では接点のなかったお

客様に向かっても、新しい価値を創造し、提案していきます。

2つ目は、新たな強みを創り出すことです。長期的な視野のなかで、既存の技術を発展

させながら、新しい領域に向けた新たなコア技術を創出するのはもちろんのこと、ものづく

りにおける生産技術や自動化などの我々が得意とする基盤技術を核にして、別の新しい事

業領域を構築することにも取り組んでまいります。

エプソンがお客様や社会にとって「なくてはならない会社」となるためには、自分たちの強

みを活かし、際立たせ、他社にはないお客様価値を創りあげるという活動に焦点を絞る必

要があります。エプソンが培ってきた一番の強みは「省、小、精」の技術であり、またそれ

は社会から受け入れられ、求められている価値観であると思います。それらの強みに集中

して、「創って、作って、お届けする」事業活動（P.15参照）を担うすべてのメンバーが、力

を合わせ、お客様に感動していただける価値として結実させ、「なくてはならない事業」を

創り上げていきます。私たちが集中する「強み」は、必ずや多くのお客様に共通した課題を

解決できる潜在的な力を持っていると考えます。

さらに、多くのお客様と一緒にビジネスをさせていただくためには、可能な限りプラット

フォーム化※1して、効率的な仕組みを構築することも重要です。

強みを核に、お客様が望んでいる真の価値を、スピード感ある「創って、作って、お届け

する」事業活動を通して、お客様に満足していただける商品やサービスという形で提供して

いきたいと考えております。

※1 共通の基盤とすること

Epson Group Sustainability Report 2010
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「環境ビジョン2050」の実現に向けて
大量生産・大量消費が美徳とされた時代から、人々の関心は、環境配慮型商品や循環型

社会へと移行しています。今後、社会的責任のある企業として環境問題には一層真摯に取

り組まなければなりません。

2008年、当社は「環境ビジョン2050」を定め内外に示し、2009年度はその実現に向け、

より具体的な取り組みの検討を重ねてきました。そして、今年4月に「SE15中期環境活動

方針」を制定し、今後はその方針を具体的に事業活動へ展開してまいります。この中期方

針や具体的な計画を達成するためには、事業と環境戦略を両立させるシナリオをしっかり作

り上げることが肝要です。まずは環境負荷の低減に配慮し、かつ、お客様の求める価値に

沿った商品を作ることが基本ですが、これはエプソンの強みである「省、小、精」の技術を

活かして、必要最低限のサイズや重量の商品を効率的に作り上げることから追求していき

ます。結果的にはこの取り組みを通じて商品のデザインやユーザビリティーの向上にもつ

ながり、お客様にも喜んでいただけると考えます。また、私どもの持つ強みの技術に焦点

を当て、オンデマンド※2の考え方でものづくりを推進すれば、環境負荷の少ない生産プロ

セスを構築できます。例えば、インクジェットの技術を使った既存の生産システムの変革や、

徹底した省エネ施策の実施とスペース生産性の向上による、使用エネルギー削減を達成し

ます。このように我々の事業そのものと環境分野の中期的な活動方針がリンクし、生産効

率を上げる＝環境施策につながるという活動を徹底して推進していきたいと考えています。

エプソンは、循環型社会実現に向けての新しいビジネスモデルとして、大容量インクを内

蔵したインクジェットプリンター（EC-01）を2008年海外向けに発売しました。これは、イ

ンクがなくなったらインクカートリッジをお客様が都度交換するという固定観念をくつがえし、

会社がプリンターをお預かりしてインクを補充し、本体を再生するという新しい発想の商品

です。またプリンター本体そのものの耐久性も向上させ、1つのものを長く使っていただ

けるようにしました。これによりインクカートリッジと本体に起因する環境負荷を大幅に低減

することができました。今年5月には、国内向けモデルをリリースいたしましたが、日本の

お客様にとってもカートリッジ交換の手間が省け、環境負荷が少なく、お得な商品としてさ

まざまなビジネスの場面でお使いいただけると思います。こうした一つひとつの取り組みを

通じて、「環境ビジョン2050」実現に着実に向かっていきたいと考えております。

※2 お客様が欲したときに、すぐにサービスを提供できる仕組み

Epson Group Sustainability Report 2010
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今年は、国連が定める「国際

生物多様性年」です。「生物多様

性基本法」の制定や「生物多様性

国家戦略2010」の策定など、生

物多様性の重要性が改めて認識

される一方、将来、企業や事業

活動に対し生物多様性の修復と

保全に関する一定の責務が課せ

られることも確実となってきまし

た。当社はそれらの基本的な方針に沿って、まずは現行の環境施策を確実に推進しながら、

今期からは、事業活動が及ぼす生物多様性への影響要因の把握も行っていきます。さらに

は、拠点ごとに地元の森林保全活動に協力するなど、身近なところから社員への意識付け・

啓発活動にも継続的に取り組みます。

世界の人々に信頼され、なくてはならない企業を目指す
2008年度、中南米の子会社における不適切な経理処理の問題が発生しました。その

反省に立ち、昨年度はグループ全社のガバナンス状況について詳細に総点検を行いました。

さらには、今年4月に社長直轄の信頼経営推進室を新設し組織体制を強化して、グループ

全社のガバナンスのあり方の見直し・再構築をスタートさせました。

エプソンは「世界の人々に信頼される会社となること」を経営理念に謳い、グローバルに

事業を展開しています。世界の人々からの「信頼」を得るには、普遍的な考え・原則に基づい

た具体的な行動が必要不可欠です。当社は、グローバル・コンパクト（GC）の10原則に賛同

し、2004年より正式に参加しています。2005年からはGC10原則に沿った「企業行動原

則」を定め、「経営理念」を実現するための社員の行動指針を制定し、グループの企業活動

のよりどころとして社員に徹底してきました。エプソンはお客様や社会のために存在します。

この原則をすべての社員が共有し、それぞれの信頼される行動を通じて、お客様や社会の

ために「なくてはならない会社」になるべく、チーム・エプソンとして世界中で努力を続けて

まいります。一層のご指導・ご鞭撻を賜りますようお願いいたします。

セイコーエプソン株式会社

代表取締役社長　

Epson Group Sustainability Report 2010
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エプソンの経営ビジョン

エプソンは2009年3月、世の中の大きな変化に対応し、お客様や社会にとってなくてはならない会社を目

指して、2015年における自らのありたい姿をイメージした長期ビジョン「SE15」をとりまとめ、その実現に

向けた最初の3カ年計画として「中期経営計画（2009年度～ 2011年度）」を制定しました。

改めて長期ビジョン「SE15」と「中期経営計画」の骨子と今後の方向性について説明します。

「SE15」でイメージしている、エプソンのありたい姿

を、技術・領域・お客様価値といった切り口で下図に表し

ました。

エプソンは、精密メカトロニクス技術を基盤とした3つ

のコア技術（マイクロピエゾ・3LCD・QMEMS）を極め、

プリンティング・プロジェクション・センシングの領域におい

■「SE15」のビジョンステートメント

て、お客様の期待を超える商品・サービスを生み出して

いきます。

また、これらのコア技術のポテンシャルを引き出すこ

とにより、新興経済地域のお客様や商業・産業分野のお

客様など、新たな領域でのニーズにもお応えし、成長

を実現していきます。

■「SE15」エプソンのありたい姿のイメージ

※ 共通の基盤とすること

Epson Group Sustainability Report 2010
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　　　　　プリンティング

エプソン独自のマイクロピエゾテクノロジーを核に、

ホーム向け、ビジネス向けに加えて、商業・産業分野の

デジタル印刷や新興経済地域のお客様のニーズにお応

えできる製品開発やビジネスモデルの革新を進め、世界

中のお客様に快適・感動を感じていただけるプリンターを

お届けします。

　　　　　プロジェクション

3LCD（スリーエルシーディー）技術を核に、ホーム、

企業、学校向けに加えて、サイネージ（電子看板など）

や大ホール用途の高光束市場での展開を図り、世界中

のお客様に快適・感動を感じていただけるプロジェクター

をお届けします。

マイクロピエゾ
電気を通すと変形する「ピエゾ素子」を利用して機

械的加圧力でインクを吐出させるエプソン独自のイ

ンクジェット技術。

インク吐出制御性、インク対応性、ヘッド耐久性

などに優れており、ホーム向けから商業・産業用途ま

で幅広い分野への応用が可能な潜在能力の高い技

術です。

3LCD

3枚のLCD（液晶パネル）を使って映像を作り出す

プロジェクターの方式。

エプソン独自の技術により、明るく、自然で、目

に優しい映像を生み出します。

　　　　　センシング

時間や圧力、角速度などを測定するセンシング領域に

おいて、水晶を基材としたQMEMS（キューメムス）技術

を核に、エプソンが保有する半導体技術やソフトウエア

技術との融合を一層進めることによって、多岐にわたる

製品とモジュール・システムなどのデバイスソリューション

を提供し、お客様の安心・安全・快適を実現します。

QMEMS（Quartz+MEMS）
高安定・高精度などの優れた特性を持つ水晶素材

に、半導体の微細加工技術「MEMS」を施した水晶

デバイス。音叉型振動子の生産で30年以上実績の

ある「フォトリソ加工」を応用し、超小型・高性能、高

安定な水晶デバイスをお届けします。

　　　　　新たな顧客価値の創出

「安心・安全・快適な暮らし」を願う社会のニーズに照ら

し、自ら蓄積してきたビジネス資産を核に、コア技術を

究め極めて、新しい事業分野の開拓を目指していきます。

省・小・精の技術
エネルギー、時間、お客様の手間などを省き、

体積、質量、環境負荷などを小さくし、正確さ、緻

密さ、精細さなど高い精度を実現するエプソンが強

みとする技術です。

　　　　　プロジェクション

3LCD（スリーエルシーディー）技術を核に、ホーム、

企業、学校向けに加えて、サイネージ（電子看板など）

　　　　　センシング

時間や圧力、角速度などを測定するセンシング領域に

おいて、水晶を基材としたQMEMS（キューメムス）技術

　　　　　新たな顧客価値の創出

「安心・安全・快適な暮らし」を願う社会のニーズに照ら

し、自ら蓄積してきたビジネス資産を核に、コア技術を

Epson Group Sustainability Report 2010
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同時に、各年度のゴールを次のように掲げました。中期経営計画について
エプソンは、長期ビジョン「SE15」で目指す姿を実現す

るため、中期経営計画のゴールを次のように設定しました。 ■ 各年度のゴール

■ SE15ビジョンの全社チャレンジ

全社チャレンジ

研究開発
マクロトレンドを見据えて、実現すべき顧客価値を
究め、開発のターゲットを設定し、技術をとことん
極め、プラットフォーム化を行う

設計・企画
各地域・各領域のお客様を良く知って、それぞれの
お客様が本当に欲しい価格・価値の製品・サービ
スを創る

生産
各現場の実践力を徹底的に磨き上げ、生産技術の
たゆみない革新と、設計・販売との連携の強化によ
り、品質・コスト・スピードで他社を凌駕するものづ
くり力を実現する

営業・販売
各地域・各領域のお客様を良く知って、それぞれの
お客様が本当に欲しい製品・サービスをありとあ
らゆる手段で提案し、届ける

経営
全社最適を実現する方向感を打ち出し、共有化を
し、実現に向けてともに行動する

環境
省・小・精の技術を基盤として、商品・サービス、
生産、販売すべてを通じ、環境への負荷低減をお
客様にとっての価値として提供する

すべてを顧客価値を基点としたビジネスモデル・プロセスに組み直し、創って、作って、届ける活動として一貫させる

2010年度の取り組み
中期経営計画は、2010年度のゴールを「確実に利益が

確保できる企業体質の定着」と定め、2009年度で築いた

足場をしっかりと固め、利益体質を定着させます。そのう

えで、最終年次である2011年度の「新たな成長軌道の

確立」というゴールをしっかりと見据えながら取り組んでい

きます。

また、事業領域での取り組みと並行して、全社で横断

的に行われているSE15全社チャレンジ目標に対する取り

組みも、それぞれの分野において徐々に成果が現れてき

ています。（P.12-14参照）

エプソンは事業基盤の再構築に向け、先に策定し

た事業構造改革を成し遂げることにより、長期ビジョン

「SE15」実現のための道筋を描いていきます。

■ 中期経営計画のゴール

Epson Group Sustainability Report 2010
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設計・企画
プロジェクターとその心臓部である透過型液晶パネルの商品群における

「SE15」の目指す姿は、「大画面（100インチ以上）表示機器事業でダントツ

No.1を実現する」です。我々企画設計部門では、この目標をブレークダウンし、

個別商品に展開しています。顧客をよく知り、顧客価値を高めるためにはどうす

べきか、これを皆で考え、納得して商品化を進めるために、商品開発のスタート

時には全部門の担当者が参画するキックオフミーティングを開催しています。ここ

で「目的の共有」をしっかり行い、チームとしての一体感も高めるようにしています。

企業がサステイナブル（持続可能）であるためには、顧客に満足していただき、

我々社員も満足する。そして社員の満足がさらなる顧客の満足を創る、という好

循環が必要だと考えます。顧客をよく知り、顧客価値を高めるためにどうすべき

か、これを皆で考える。そして、それを実現するために高い目標に向けてチャレ

ンジし、このチャレンジ自体を楽しむこと。これこそが「SE15」の目標達成へ向け

ての必須事項になると思います。

研究開発
研究開発では、2009年度に本社研究開発部門と事業部で推進するテーマを

見極め、今後の指針を明確にしました。本社研究開発部門においては、1.お客

様にとってなくてはならない新規事業を立ち上げるためのコア要素技術の研究

開発、2.既存の事業領域を拡げる新たな顧客基盤や強みを発掘し具現化するた

めのコア要素技術や共通基盤技術の研究開発を基軸としました。

進めるにあたり、徹底的に顧客価値および競合優位性を見極めたうえで、具

体的なターゲットを定め推進していく仕組みを構築し、現在、これに基づき開発

テーマを起案、研究開発に取り組んでいます。このチャレンジにおいて大切な

ことは、世の中の変化や技術の進歩をしっかり捉えながら、粘り強く、諦めるこ

となく自分たちの研究開発を進めることであると考えます。「新規事業を生み出

す研究開発」「事業を拡大する研究開発」であることを念頭に置き、“さすがエプ

ソンだね”とお客様に喜ばれる商品の創出を目指し、研究開発に励んでいきます。

VI企画設計部 部長
小川 恭範

技術開発推進部 部長
小林 高弘

SE15 全社チャレンジの取り組み
「すべてを顧客価値を基点としたビジネスモデル・プロセスに組み直し、創って、作って、お届けする活動として一貫させ

る」を全社チャレンジのスローガンに掲げ、それぞれの分野においてチャレンジ目標に果敢に挑んでいる部門長や責任者が、

2009年度の活動の振り返りと今後の取り組みに対する考え方を表明します。

Epson Group Sustainability Report 2010



13

営業・販売
私たち、EAIのセールス・マーケティング部門は広くお客様の関心事やニーズ

に耳を傾け、理解し、それらを製品やサービスに反映させ、ダイナミックに進化

するマーケットやお客様の変化を先取りすることに力を注いでいます。具体的に

は、主要な産業見本市やシンポジウム、小売や財務にかかわる標準化委員会へ

積極的に参画することです。

さらに、継続的にステークホルダーと対話会を開催し、エンドユーザーを含め

バリューチェーンにかかわる皆様が望むこれからの技術ニーズをつかみ、商品の

企画・設計部門へタイムリーにフィードバックしています。

このように、お客様に近い私たちの部門と商品の企画部門が密接に連携する

ことにより、お客様にとって自分たちの声が反映された価値とコストに見合った

商品を提供し続けていきます。

生産
「SE15」実現のための事業活動におけるキーワード、「創って、作って、お届け

する」のなかで、私たち海外電子部品（水晶振動子など）の製造拠点は「作る、届

ける」ところにあります。

私たちの役割は、電子部品をお届けすることにより、お客様の商品製造を支

援する「作る」「届ける」体制の構築にあります。このためQCD（品質、コスト、納

期）にF（フレキシビリティ）を加え、製造工程の管理方法から始まり、数量変更、

機能変更などのお客様のご要求にスピーディに対応できるよう体制の改善に努め

ています。また、多くのお客様により良い価値を早く届けるために、製造拠点ご

との良い事例を学び合い、教え合う組織を3年前にEpson Toyocom Malaysia 

Sdn.Bhd.（ETMY／マレーシア）中心に作り上げました。各国製造拠点のイノベ

イティブな活動をお互い学び合い、活かしていく活動を継続して進めています。

最後に、これらの活動はすべて「人」を通じて行われます。活動をより深く、速

く進めるためには、適切な人材の育成が不可欠ですので、私たちはここに注力し

て進めていきます。

ETMY（マレーシア） 工場長
Low Jun Sen

EAI（米国） Director of 
Sales and Marketing, 
System Device Group 
Mike Helm

Epson Group Sustainability Report 2010
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環境
商品の企画・設計において最も重要ととらえているのは、お客様の期待を超

える価値を究めることです。特に、時代の流れから環境に配慮した商品やサー

ビスを提供するための取り組みは、メーカーとして決して止めることができませ

ん。エプソンが培ってきた「省、小、精」の技術を基盤に、機能を充実させなが

ら、サイズを小さく、そして重量を軽くし、消費電力をさらに少なくした商品を

お客様にお届けすることが我々の使命だと認識しています。

インクジェットプリンターの商品開発では、「群開発」の考え方を導入し、商

品企画の段階からラインナップとして想定されるすべての機種を群としてとらえ、

部品や基板、構成ユニットなどの小型・軽量化そして共通化を前提に「商品群」と

して企画します。従来の個別商品開発の仕組みで発生する無駄が、すべての商

品化ステップ（設計～アフターサービス）において少なくなり、それが環境負荷

低減となり、しかもお客様への重要な価値につながることを日々意識しながら取

り組んでいます。

経営
ここは、事業ビジョンを達成するための、経営全般のあり方、という広範な

チャレンジです。本社関係部門メンバーによる半年以上の継続的なミーティング、

また、事業関係者からのヒヤリングも経て、組織、人材、情報、遵法統制、方

針浸透とマネジメント・サイクルのあり方・・・といった課題群に絞り込まれ、それ

らへの打ち手の方向性も見えてきました。

今後、このチャレンジにおいて大事なことは、2015年に向けての経営のあ

るべき姿というのが、決して、固定的・スタティックなものではない、ということ

かと思います。外部の環境も、内部の状況も、常に変動していく前提で、それ

に対して的確に追随、対応できる、さらには、逆に環境や状況に影響を及ぼし、

先導できるくらいの、いわば、ダイナミズムに満ちたエプソンの経営の姿をイ

メージすること、ではないかと考えます。2010年4月からの新たな組織（グ

ループ・ガバナンス整備）の任務にも、そういう思いで取り組んでいます。

経営企画管理部 部長
信頼経営推進室 部長
（グループガバナンス整備担当） 

岩波 明

情報画像企画設計第一統括部
部長
横山 孝一郎
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エプソンは、2003年「CS品質経営の目指す方向」を

制定し、エプソンがお客様に提供する商品・サービスのあ

りたい姿を明確にしました。それ以降「お客様視点」「顧

客価値」をキーワードに活動を進めてきました。

しかし、さまざまな場面でお客様と向き合うなか、エプ

ソンとして真の「お客様価値」を提供できていないと感じ

る点がありました。

このような状況を踏まえ、「お客様視点」による行動を

エプソンの風土として根付かせていくために、2009年9

月「SE15-CS品質中期活動指針」（P.17参照）を制定し、

真の「お客様価値」の創造と提供に向けて取り組んでいき

ます。

Epson Group Sustainability Report 2010

お客様のため、
社会のために
お客様の求めるものを究め極める

特集トップ

15

「お客様価値」を基点とするものづくりの強化

お客様の声をカタチに

壁掛けプロジェクター
BrightLink 450Wi
（日本名 EB-450WT）
　「超」短焦点の壁掛け専用モデルです。画
面に人物の影が映りにくく、また、投写光
が目に入ってまぶしく感じないようにと、
教育現場に配慮されたプロジェクターです。
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より強く、お客様の期待に応えたい
1つ目の視点は「お客様価値」です。確かに、今までの

エプソン商品は「お客様の期待」に応えてきたと自負して

います。しかし、社会全体に現在起きつつある大きな構

造変化に対応していくなかで、今までの「メーカー視点」

での技術や品質の延長線上では、結果としてお客様に技

術を押し売りすることになってしまったり、さらに、技術の

「おごり」が出てしまう危険性を感じています。

長期ビジョン「SE15」を達成していくには、「お客様価

値」を基点としてとらえなければなりません。本当にお客

様が望まれる商品を目指すには、多様化するニーズの的

確な把握と、従来から不可能と思われている技術的な壁

を打破する必要があると考えます。技術者がそれに挑戦

し、克服することにより商品の強みにつながる技術や品

質が生まれるのだと思います。それがエプソンの「究めて、

極める」を基本とした研究開発と「創って、作って、お届け

する」をスローガンとしたものづくりに取り組む姿勢だと考

えています。

エプソンは「お客様価値」へ真摯に向き合い、そのうえ

で、SE15-CS品質中期活動指針（P.17参照）にもあるよ

うに、商品からサービスに至るまで、お客様を中心とする

一貫した取り組みとして推進していきます。

循環型社会を目指して
エプソンのものづくりに必要なもう1つの視点が循環

型社会を目指した商品／サービスの提供です。私たち

はメーカーであり、持続可能な社会を目指す企業でもあ

ります。限りある地球の資源を最大限に生かすための私

の理想は、お客様にお届けした商品が、役目を終えた後、

すべて私たちのところへ帰ってくるということです。

私たちエプソンは、2008年に「環境ビジョン2050」を

定め、さらに2010年4月に2015年を目指したSE15中

期環境活動方針（P.24参照）を制定しました。ここで非常

に大切なことは、本業を通じて、メーカーとしての責任を

果たしていくということです。すなわち、「省、小、精」の

技術を基盤に商品／サービスをお届けし、その結果とし

て環境負荷の低減と資源循環で持続可能な社会の実現に

貢献していこうというものです。

新しい取り組みとして大容量インクを搭載し、カートリッ

ジ交換をなくしたインクジェットプリンターを商品化しまし

た。概念的な議論に終始するのではなく、できるところか

ら一歩ずつビジョンを具現化し、商品やサービスに活かし

ていくことが大切だと思っています。

お客様をとことん理解し、技術に挑戦
大きな社会構造の変化とともに、お客様の行動、価値観、ライフスタイルは絶えず変化し多様化しています。

私はエプソンの「ものづくり」を一層強化するため、担当役員として真の「お客様価値創造」へ取り組んでいます。こ

の厳しい時代をエプソンが生き残るチャンスととらえ、お客様に「なくてはならない企業」を目指し、2つの視点でエ

プソンの「ものづくり」に取り組んでいきます。

代表取締役専務取締役

両角　正幸
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エプソンのものづくり

「創って、作って、お届けする」
これがエプソンの基本姿勢です。



SE15-CS品質中期活動指針を制定
エプソンは、2009年9月「SE15-CS品質中期活動指

針」を制定しました。これは、長期ビジョン「SE15」の全社

チャレンジのスローガンである「すべてを顧客価値を基点と

したビジネスモデル・プロセスに組み直し、創って、作って、

届ける活動として一貫させる」の達成を目的としています。

このなかでは、「いかに私たちがお客様が求める価値を

考え、期待される価値をきちんと創りこみ、そして商品を

通してお客様と私たちが安心と信頼でつながり、喜びをと

もにできるか」ということが重要と考えています。

お客様を中心に据え、価値の連鎖を太く、よどみなく、

すばやく、確実に回すため、目指す姿を具体化するため

の重点指針も定めました。これらの目指す姿を全社員が

共有し、それぞれの立場で全体最適を追求しながら活動

をしていくことで「SE15」の実現につながり、また、お客

様と喜びをともにできるものと考えています。

17

創って、作って、お届けする
本業を通した顧客価値創造のプロセス

SE15-CS品質中期活動指針を制定

特集 1

Epson Group Sustainability Report 2010 17



■ 目指す姿を具体化するための重点指針

CS品質への想い・ステートメントをエプソン社員は

常に心に置き、お客様を自分や自分の大切な人に置

き換えてイメージすることでお客様の気持ちを理解し、

18

　次ページからは、常日頃から最前線でお客様と接しているなかで「お客様価値の最大化」を実践している部門長

クラス二人の、エプソンの顧客価値創造のための取り組みを紹介します。

つなぐ
お客様の期待を正面から受けとめて
きちんと商品 /サービスにつなぐ、

お客様中心のプロセスが
実現している

1

みがく
新たな価値を

お客様に届け続けるために、
自らの質を高め、チーム力を

磨き続けている

2

築く
お客様が安心して

エプソンを選んでいただける
関係を築いている

3

行動指針

●“つなげる”起点の企画段階から全員参加型で、“お客様に
　届ける価値”を追求する

● お客様に届ける価値とともにエプソンが提供する意義を
　鮮明にする

● お客様からの評価を測り、次の価値につなげる

行動指針

● 自らの技量と役割のありたい姿を常に考え、高め続ける

● チームで議論を尽くし、一丸となってより良いやり方を
　追求する

行動指針

● 世界中のお客様に安全安心の品質をお届けする

● お客様と確かな共生の関係を築く（近所付き合いのように・
　こころ温まる・顔のみえる）

お客様の気持ちになって、「お客様価値」の最大化に取り組みます

お客様価値の最大化を実現するために取り組んでまい

ります。

Epson Group Sustainability Report 2010 18



顧客価値創造の原点は
「お客様の生の声を聞くところから」
私はCS品質保証部門で商品の品質向上、業務プロセ

ス改善、修理・サービス改善に取り組んでおり、当社主力

商品であるインクジェットプリンターを担当しています。

品質保証部門のミッションは、1.お客様起点で商品・

サービスの目標品質を設定し出荷認定をすること、2.商

品開発の一連の業務を通じ、設計・技術部門ほか関連部門

の業務プロセスの課題を明確にして改善を進めることの2

点です。日々大きく変化する社内外の環境に対して、ま

だまだ十分に対応ができていると言える状況ではありませ

ん。したがって、しっかりとお客様の声を受け止め、組織

としてのミッションを確実に遂行して、お客様に信頼され

る商品とサービスをお届けしていきたいと考えています。

お客様の期待とのギャップ
インフォメーションセンターでは、商品を購入いただい

たあとに不明な点、不具合が発生した場合の問い合わせ

をお受けしています。商品の使い方がわからない、思う

ように印刷できない、故障して困っているといったお客

様の声が日々寄せられています。また販売店様から初期

故障で返品されたものや、修理品の分析も行っています。

そのなかで近年数多くお寄せいただくのは、故障ではな

いが、使い方が複雑でわかりにくく、うまくご使用いただ

けなかったという声です。特に新しい機能を搭載する場合、

私どもが想定した以上の配慮が必要であったと認識してい

ます。プリンターの事例として、無線LANの接続設定が

できない、パソコンなしで年賀状作成ができる機能を使

いこなせないなどがあります。これらについてはすでに改

善活動を行っており、その後の新商品へ引き継いでいき

ます。

仕事の仕組みを反省し改革に
これまでは、川上部門が戦略立案・商品企画を行い、川

下部門は決まった商品を製造しお客様の対応を行うという

やり方になっていたと思います。これでは、すべての部

門が納得・共感して仕事を進めることができないばかりか、

当事者意識が希薄になり、問題が起きると責任回避行動

をしてしまうなど、関係部門間のチームワークが十分に発

揮できない状態になっていたのではないかと分析していま

す。その結果として、お客様のご期待に十分お応えでき

ていなかったのではないかと深く反省し、今後は仕事の

仕組み、進め方を改革していきます。

お客様からの声を価値創造へ
インクジェットプリンターをお使いいただいているお客

様は、非常に幅広く、多様なニーズをお持ちです。使わ

れる場面は、ご自宅、学校、会社など幅広く、また用途

も趣味・娯楽からレポート作成、業務用途としてなど、さら

には用紙、印刷枚数、印刷するもの（写真・文書）の違いな

どさまざまな条件で使われています。

お客様に、商品のどこに価値を感じていただけるか、

他社にはない良さをどこでとがらせていくのか、目標品

質と価格設定、納期、修理・サービスの提供はどのように

するかといった議論を日々関係する部門と行っています。

IJP･CS品質保証部 部長
川田 正明

   創って、作って、お届けする

 お客様価値創造の実践　－ CS･品質保証 －
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一口にお客様といっても、プリンターの購入を決めてい

ただいたお客様、プリンターをお使いのお客様、プリン

ターを管理されているお客様、さらには国や地域の違い

によっても異なりますが、私たちは、すべてのお客様の

声を大切にしていきます。

誰に、何を、どのように
「創って、作って、お届けする」
私たちの所属する情報画像事業本部では「顧客価値創

造プロセス」の再構築に取り組んでいます。「顧客価値創

造プロセス」とは、中長期事業戦略策定プロセスと商品化

プロセス（商品企画、設計・生産、販売・物流・サービス）か

らなる一連のプロセス（図1）のことです。

このプロセスを改善する活動は、全部門が参加して、

お客様を起点とした十分な議論を行い、それをベースと

して、事業戦略を策定し、商品化を進めています。ここ1

年で大きく意識は変わってきていると感じていますが、実

際に商品として仕立てて行く段階において、考え・悩み・苦

労している場面が多いのも事実です。これからも、問題

点を一つひとつ議論して、業務を遂行している第一線の

技術者とともに解決していきたいと考えています。そのな

かで、当事者として真摯にお客様と向き合い、現実を直

視して問題点を解決していける次期リーダーを、若い人

材のなかから育成していきます。

さらに、情報画像事業本部の管理職全員が一堂に会し、

RO（Reliable Output）※1大会を行いました。お客様に

ご迷惑をお掛けした品質問題の反省から、仕事の仕組み、

進め方の見直しを行った事例を共有し、お客様に信頼さ

れる商品をお届けすることを皆で決意しました。

今後も継続的に情報画像事業本部の「顧客価値創造プ

ロセス改革」に磨きをかけ、より良い商品をお届けできる

よう自ら率先して行動していきます。

※1 品質問題発生“0”を目指す全員参加の活動

■ 顧客価値創造プロセス （図1）
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わたしの想い　
　　社会的にも責任がある会社で、
お客様との継続的なつながりを
大事にして働くのが、
気分を爽やかにしてくれるものです
お客様との信頼関係の構築は言うまでもなく重要な

ことですが、今日いろいろな場面で、商品に対する知

識はもちろんのこと、企業におけるCSR活動に関心を

寄せているお客様に出会っていることも事実です。コス

トを越える付加価値を付け、信頼性を維持しながら社

会的責任を果たすこと、それがさらに重要性を増して

います。

汎欧州※1エリアのお客様をほぼ2年にわたって担当

している私は、お客様が抱くエプソンブランドに対する

想いと期待に心を打たれています。エプソンというブラ

ンドから連想するお客様に認知された技術力、信頼性、

広範囲にわたる商品ポートフォリオは深く受け入れられ、

これらお客様と強固なつながりを築き続けています。

（図1 汎欧州プロジェクターマーケットシェア参照）

しかし、ブランドの認知力と商品品質のみが企業の

成功の源であるとは決して言えないのではないでしょう

か。社会的責任を果たしながらお客様との関係を構築

することが今日の時代にかなう重要な要素であると考

えます。

European Sales Div.（英国）
Pan-European Account 
Manager
Rebecca 
Wilson-Peirce

継続的な付加価値の提供が
パートナーとの信頼構築に
多くの場合、商品そのものを超えた付加価値をお客

様に提供することが私たちを成功に導き、私たちの存

在が証明されてきました。例えば、ビジネス契約を結ぶ

ことができるようリセラー※2へのサポートや心を込めた

お客様へのサポートでした。また、彼らへのセールスト

レーニング、店頭販売サポート、販売促進資料の提供

の努力を惜しまず、さらには競合他社に先んじた商品を

販売促進するための環境をいち早く整えることなどです。

販売活動において、関係する皆様方との結び付きはビ

ジネスの方向付けと競争市場で生き延びる糧です。一

方、お客様をサポートすることはとても重要ですが、私

たちが適正利潤を得るためのコストの追求も必要なこと

です。従って、私たちは倫理観をもってビジネスを行う

ことの大切さを忘れてはいません。また、それはたやす

いものではありません。それには、お客様との信頼関係

を保ち、オープンで誠実であることです。私たちが接す

るお客様は、欧州圏における地域性を重視したお付き合

いを大切にしたいと願っています。私たちはそれを知り

つつ、地域のお客様との信頼関係を今まで以上に継続し、

築きあげなければなりません。このような関係があって

こそ、私たちが提供する価値が生きてきます。つまり、

私たちがより柔軟性を持ちお客様と一緒になって、ニー

ズの掘り起こしやソリューションを見つけ、価格を超える

価値を生み出すことです。

2010年5月、同僚とともに、情報画像商品を含む全

商品の詳細な商品ロードマップに関するプレゼンテーショ

ンを、主要なリセラーを対象に行いました。このプレゼ

ンテーションを通し、彼らと当社が目指す商品分野、新

商品企画、また、今後の新商品開発情報を共有できた

ことは有意義なことであるとともに、当社の商品が彼ら

の望む商品企画に位置付けられることが約束されまし

た。これがパートナーシップの一つと言えます。そして、

   創って、作って、お届けする

 お客様価値創造の実践　－ 営業･販売 －

※2 サプライチェーンにおける当社とお客様を結ぶ中間業者※1 ヨーロッパ、中東、アフリカ、ロシア
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このような情報共有ができることは、すなわち、彼らに

とっては価値あることであり、当社の商品やブランドを

信頼していただけるばかりでなく、日々彼らに接する私

たちに信頼を寄せていただけることにほかなりません。

多様なお客様価値創造への挑戦
今日、お客様への価値提供は形を変えてきています。

それは、地球環境課題や倫理的な行動への対処です。

お客様は私たちの環境活動に対し、また、会社としてそ

れに取り組む持続的な改善活動に対し評価をしていただ

いています。

お客様の多くは環境問題とその対応力に今まで以上

の関心を持ち始めています。エプソン商品における、例

えば、プロジェクターの自動省電力（スタンバイ）モード、

プリンターにおける両面印刷、さらにアメリカ環境保護局

（EPA）が推進する電気機器の省電力化プログラムであ

る“ENERGY STAR®＊”認証はお客様から好意的な評価

をいただき、競争力あるものと認められています。

私たちがお付き合いをさせていただいているお客様

やエンドユーザーには、エプソンと同様に持続可能な社

会の実現を願う方々がたくさんいます。その彼らがエプ

ソンの商品を選ぶこと、その選んだ行為そのものに好

意を持たれたとのうれしい話を聞きます。また、消費者

の方々はエプソンの商品ラインアップに満足していると

の声を聞いています。このようなビジネス環境において、

彼らの声を実現した商品を継続的に提供できるような手

腕を私たちは発揮しなくてはなりません。

お客様とともに繁栄する関係を
社会に対して環境課題や倫理的な行動に取り組むこと

をお約束すること、例えば、梱包部材のリサイクルのし

やすさ、「環境ビジョン2050」の実現につながる環境活

動の推進、これらは公正で信頼できる企業にかなうもの

と言えます。同時に、消費者に受け入れられる最新の技

術を、エプソンの商品やサービスに展開する志のあるお

客様と一緒になって取り組んでいきたいと思います。エ

プソンで働く幸せを胸に、また、会社を代表してお客様

に接することができることを誇りとし、卓越した技術や品

質の良い商品の提供はもちろんのこと、真にお客様が

追い求める商品やソリューションを創り、作って、お届け

します。それ以上に、私たちはお客様視点で、お客様と

ともに末永く繁栄することができる関係を築きあげるこ

と、さらに、社会的責任を果たしつつ、生物多様性の課

題にもコミットしていくことが私たちを鼓舞し、働きがい

を与えてくれものと信じています。

■ 汎欧州※1プロジェクターマーケットシェア （図1）

2004 2005 2006 2007 2008 2009

出典 : Future Source Consulting
         Volume Market Share

5%

0%

10%

15%

20%
エプソン

※1 ヨーロッパ、中東、アフリカ、ロシア （販売数量ベース）

＊ ENERGY STARは米国環境保護局の登録商標です。
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欧州向けプロジェクター EB-X7
欧州圏で販売されているビジネスプロジェクターの代表機種



神秘の自然現象「御神渡り（おみわたり）」
　エプソンの本社がある長野県諏訪市の諏訪湖では、冬に気温が低下すると、湖面が全面結
氷し、零下10度ほどの冷え込みが数日続くことで氷の厚さが増していきます。さらに昼夜の
温度差で氷の膨張・収縮が繰り返されると、高さ数10cmくらいの氷の山脈ができます。これを
「御神渡り」と呼びます。
　この「御神渡り」の出現も、地球温暖化の影響からか、近年では減少傾向にあります。諏訪
湖の冬の風物詩を失わないためにも、エプソンは環境問題に真摯に取り組んでいます。

2008年 2月 2日撮影
写真提供：諏訪市博物館（長野県）
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「環境ビジョン2050」の実現に向けて
地球のために、子供のために、未来に向けたあるべき姿の実現を

特集 2

エプソンは、2050年にはどうあるべきかを世
界の人々と共有し、具体的な取り組みを始め
ます。
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「環境ビジョン2050」はエプソンの決意
エプソンは2008年6月、長期ビジョン「環境ビジョン

2050」を発表しました。これは、今後ますます深刻化す

ると推測されている地球環境の危機的状況を考えたとき、

エプソンが企業としてやり遂げなければならないあるべ

き姿を示したものです。

その一方で今のやり方の延長ではこのビジョンの実現

は非常に難しいことも認識しています。このままではで

きそうにないことをどうやって達成していくのか、2009

年はビジョン実現に向けての最初のステップのシナリオ

を描きました。
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「環境ビジョン2050」達成に向けた
第一歩を踏み出す
エプソンは2015 年における自らのありたい姿を描い

た全社長期ビジョン「SE15」を制定しました。そこには

全社に共通する取り組みとして、6つの分野からなる全

社チャレンジがあります。

2009年は6分野の一つである「環境」の全社チャレン

ジ目標についての検討を進め、基本方針と2015年の目

指す姿を「SE15中期環境活動方針」として制定しました

（2010年4月制定）。これが「環境ビジョン2050」実現

に向けた2015年のマイルストーンとなります。今後は、

その中期方針に基づき事業活動を積極的に展開してい

きます。

● ライフサイクル環境負荷の半減　  ライフサイクル環境負荷を半減する新しい商品・サービスを創出し、顧客満足を実現している

● 循環型商品・サービスの拡大　　  新たな循環型商品・サービスの提供により、資源循環の環が拡大している

● 先進技術の環境応用　　　　　  「省・小・精」を究めた先進技術をさまざまな分野に応用し、社会の環境負荷低減に寄与している

● 法規制の遵守　　　　　　　　　 世界の新たな環境規制や社会的動向に対し、迅速かつ確実な対応がなされている

● 環境コミュニティーの醸成　　　  商品・サービスを核とした環境活動により、社会・経済の新しい持続可能性に挑戦している

SE15中期環境活動方針

基本方針（SE15 環境ステートメント）

2015年の目指す姿

省・小・精の技術を基盤として、商品・サービス、生産、販売すべてを通じ、環境への負荷低減を
お客様にとっての価値として提供する

この「環境ビジョン 2050」を実現したエプソンの姿を次のように描いています。

1. 商品のライフサイクルにわたるCO2排出が10分の1となっている

2. すべての商品が、再使用・再利用による資源循環の環のなかに組み入れられている

3. エプソンの直接排出するCO2が10分の1、かつCO2以外の温室効果ガスの排出がゼロとなっている

4. 生態系の一員として、地域社会とともに生物多様性の修復と保全を行っている
「環境ビジョン2050」の詳細
http://www.epson.jp/ecology/next/

環境ビジョン2050
エプソンは、地球の環境負荷許容量を認識し、世界の誰もがその許容量を等しく分け合

うものと考え、2050年に向けて“商品とサービス”のライフサイクルにわたるCO2排出を

10分の1にすることを目指します。あわせて、生態系の一員として、地域社会とともに生物

多様性の修復と保全を行います。

Epson Group Sustainability Report 2010
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EC-01についての詳細は、
http://www.epson.jp/products/offi rio/printer/ec01/

   「環境ビジョン2050」の実現に向けて

  循環型社会を目指して

循環型社会に向けた
エプソンの新しい提案
「環境ビジョン2050」のなかで描く姿の一つが、「す

べての商品が、再使用・再利用による資源循環の環のな

かに組み入れられている」というものです。エプソンは、

従来から資源循環を、環境負荷を低減するうえで重要な

概念として認識し、これまでも「インクカートリッジ里帰

りプロジェクト」（P.73参照）など、さまざまな取り組みを

行ってきました。

また、後述するとおり、資源循環に向けた商品の省資

源化やリサイクルは、新たな資源の採取・採掘を抑制し、

それが、生物多様性の保全にもつながっていくと考えて

います。

今後、より重要性を増すことが予想される循環型社

会の実現に向け、エプソンは商品を通じて貢献してい

きます。

こうした考えを具現化した商品が、インクカートリッ

ジを「使わない」新発想のインクジェットプリンター「EC-

01」です。

EC-01の特徴

EC-01は、A4普通紙で約8,000枚印刷できる大容

量インクパックを本体に内蔵しており、インクが規定値

以下になった時点で、本体を当社が引き取り補充します。

さらにプリンター本体を再生して繰り返し使用することに

より、環境負荷だけでなく使用コストも大幅に低減する

新しい発想のプリンターです。

本体の再利用による効果

インクを補充してプリンター本体を繰り返し使用す

ることにより、仮に本体3台分に相当するインクを

使って印刷した場合では、A4カラーページプリンター

LP-V500に比べ、ライフサイクル全体のCO2排出量

を約85%低減（当社比）しました。

従来のインクジェットプリンターから発想を変えたEC-

01は、循環型社会実現のためのエプソンの一つの答え

です。

EC-01
2008年2月海外向けに発売
2010年5月国内向けに発売
2008年2月海外向けに発売
2010年5月国内向けに発売

■ 環境性能  3回再生使用（6年間使用）した場合

-50 0 50 100 150 200 250 300

CO2排出量 約85%低減

杉の木
約17本を
植えたのと
同じ効果が
あります。

A4カラーページプリンター
LP-V500（2005年発売モデル）

EC-01（3回再生使用）

CO2排出量（kg-CO2）

ター
ル）

43kg-CO2

281kg-CO2

輸送

使用
（インクカートリッジ消費）

素材製造

使用
（電力消費）

廃棄・
リサイクル

製品製造
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   「環境ビジョン2050」の実現に向けて

  生物多様性

生物多様性への取り組み
2010年は国連が定めた国際生物多様性年、また

2010年生物多様性目標のレビューとポスト2010目標の

策定を行う第10回生物多様性条約締約国会議（COP10）

が名古屋（日本）で開催されるなど、生物多様性にとって

節目の年です。世界的に生物多様性への関心が高まり、

企業の取り組みも注目されています。

エプソンと生物多様性

生物多様性は私たちの暮らしを根本から支えてくれるも

のであることはもとより、図1に示すようにエプソンの事

業も生物多様性とのかかわりがあり、健全な生物多様性

なくしては私たちの事業も社員の生活も維持できません。

エプソンの考え方

エプソンは2008年に発表した「環境ビジョン2050」で、

2050年に向け、「生態系の一員として、地域社会とともに

生物多様性の修復と保全を行います」と表明しました。「経

営理念」に「地球を友に」とあるように、自然との共生を大

切にする心は創業時より引き継がれています。「FSC認

証」のインクジェットプリンター用紙の開発と販売、アグロ

フォレストリーによる植林などは具体的な成果の一例です。

エプソンが生物多様性保全に向けて何をすべきか、そ

れは今まで取り組んできた「事業における環境負荷の低減

活動」を着実に進めること、これがまずやるべきことであ

ると認識し次の2つの観点から生物多様性保全への取り

組みを進めていきます。

事業を通した取り組み

下表に示すように、「地球温暖化防止」 、「資源循環・省

資源」、「化学物質管理」を進めることが、エプソンの事業

と生物多様性とのつながりを考えたときに必要な取り組み

となります。そして、エプソンの事業活動と生物多様性と

の関係性についてより具体的な把握に努めます。

エプソンの生物多様性への取り組み
● 事業を通して生物多様性の保全を行う
● 生物多様性に対する社員の意識を高める

活動
テーマ 主な取り組み 生物多様性

との関係性
保全への
方向性

地球温暖
化防止

商品の省エネル
ギー設計、生産工
程・輸送時の対策

地球温暖化の進
行により、多くの
生物が絶滅する

地球温暖化防
止を進める

資源循環・
省資源

商品：省資源・リサイ
クル
廃棄物削減

資源の採取・採掘
に伴い、生物多様
性を損傷する

新たな資源投
入を減らす

化学物質
管理

製品含有化学物質
の削減、製造段階
での使用量削減

化学物質には生
態系に悪影響を与
えるものがある

化学物質の管
理の徹底

地球温暖化は温室効果ガスを指標として語ることができます。

生物多様性についてはわかっていないことも多く、さまざまな考

え方があります。大切なものだという認識は多くの人が持つ一方

で、何をするのが良いことなのかわからないのが現実でしょう。

だからこそ、社員が自分の言葉で生物多様性について語る

ようになることが必要だと考えました。それには自然と直接触

れ合うのが良く、触れ合いの機

会提供が会社の役割として必要

です。そして、エプソンと生物

多様性のつながりをわかりやす

く示すことが大切だと考え、関

係性の可視化に取り組んでいる

ところです。気付きと理解が行

動を生む、そう信じています。

担当者の声

地球環境推進部
生物多様性 担当
平島 安人

■ エプソンと生物多様性の関係 （図1）

■ 環境施策と生物多様性の関連

Epson Group Sustainability Report 2010
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エプソンの信頼経営

私たちは、公正公平で透明な企業経営を実践し、

社会とともに発展していきます

マネジメント

信頼経営の概念
エプソンは、「経営理念」の実現、すなわち理念に盛り込まれている「信頼経営」を実践していくことが企業経営の根幹で

あると考えています。私たちは、法規制や企業倫理などの遵守はもちろんのこと、すべてのステークホルダーと信頼関係

を培い、将来にわたって信頼される存在であり続けること、社会とともに発展しながらより良い社会の創造に貢献すること

が重要であると考えます。

エプソンの目指す企業経営＝信頼経営を実践し続けること

経営理念
（1989年7月制定／ 1999年3月改定）

お客様を大切に、地球を友に、

個性を尊重し、総合力を発揮して

世界の人々に信頼され、社会とともに発展する

開かれた会社でありたい。

そして社員が自信を持ち、

常に創造し挑戦していることを誇りとしたい。

（エプソンは経営理念を世界14の言語に翻訳し、グループ全体で共有しています）

倫
理
的
な
行
動
と
遵
法

人・資
産・情
報
の

セ
キ
ュ
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ー

お
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正
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場
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向
上
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と
の

誠
実
な
対
話

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
と
の
発
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自
然
環
境
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重

信頼経営＝CSR経営

調達先社員

行政 地域住民 NGO/NPO

お客様

株主・投資家地球環境

信頼経営の「9つの柱」

エプソンは「CSR活動」を「信頼経営の実践」そのものと

考え、活動してきています。今後もこの基本的な考えに

変わりはありません。

左図の9つの柱は、エプソンの「信頼経営」を実践して

いくための基盤であり、エプソンとして重要かつグループ

で共有すべき価値観を「企業行動原則」の9分野において

示しています。
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管理をしてまいりました。また独占禁止法の遵守について

は、経営層を含む社内教育活動などを継続的に展開して

います。

「経営理念」の継続的な実現に向け、当社は2009年10

月「エプソン社員行動規範」を全面改訂しました。現行の法

令や社内規程などへの対応、バリューチェーン全般への記

述範囲の拡大など、社員の規範意識をさらに高め、一人

ひとりの行動のよりどころとしてより理解しやすいものとし

ました。

経団連が定める毎年10月の「企業倫理月間」を、当社

は2009年より「信頼経営推進月間」と設定し、エプソン社

員一人ひとりの行動が信頼経営の実践に結び付いている

ことを再認識するために、「経営理念」の唱和、「企業行

動原則」と「エプソン社員行動規範」の読み合わせを国内

の全社員が実施しました。

社員にとって「経営理念」や「エプソン社員行動規範」が

より身近なものとして感じられ、日々の行動において無意

識に「経営理念」に則って行動・判断ができることが肝心だ

と考えます。今後も社員の内面にある本質的な考え方や

意識に響く浸透・啓発活動を、継続的かつ全員参加で行っ

ていきたいと思っています。さらに、マネジメント層の率

先垂範と風通しの良い職場運営のための意識改革を進め、

社員のやる気、やりがいに結び付けて企業としての活力

を高めていきたいと考えています。

28

「企業行動原則」と「エプソン社員行動規範」

エプソンが掲げる「信頼経営」を実践すべく、「企業行動原則」を2005年9月に制

定しました。企業活動を9つの行動分野に大別し、企業活動における行動指針とし

て定めています。また、「エプソン社員行動規範」を2001年に制定し、2006年と

2009年10月に全面改訂を行いました。これは、社員の行動や判断のよりどころと

なる価値観、行動を定めたもので、社内で共有化され、実践されています。

信頼経営推進室 室長
小山 正弘

「経営理念」の継続的な実現に向けて
エプソンは、お客様のため、社会のためになくてはなら

ない企業を目指し、「経営理念」の根底に流れる「信頼経

営の実践」を当社の「CSR活動」と位置付け、全社員が本

業を通じて信頼される会社を目指し企業活動を展開してい

ます。2010年4月、グループ全体のガバナンス体制の

整備、信頼経営基盤のさらなる強化に向け、社長直轄組

織として「信頼経営推進室」が新設されました。私は、社

長の命により当該室長を担当することになり、その責任の

重さを改めて感じています。

エプソンでは2008年、当社中南米子会社の不適切な

会計処理が発覚し、また、2009年はディスプレイ事業子

会社において独占禁止法に関連する司法取引に応じてい

ます。お客様をはじめステークホルダーの皆様に多大な

ご心配をお掛けしました。

その後社内においては、適切な会計処理を確保するた

めに再発防止策を策定し、監視委員会を設けてその進捗

企業行動原則
http://www.epson.jp/company/kodo_gensoku.htm



Epson Group Sustainability Report 2010

エプソンのCSR活動

私たちが考えるCSRとは、「経営理念」に謳われている

「信頼経営」を実践することです

国連グローバル・コンパクト（GC）の尊重と実践
エプソンは「経営理念」のもと、開かれた会社として世界中の人々に信頼される企業を目指し、グローバルに事業活動を展開し

ています。このような環境において、エプソンが世界中のお客様や社会から認めていただくためには、国際基準にかなう事業活

動を推進しつつ、社会の要請にも応えていかなければなりません。

当社は2004年7月、国連グローバル・コンパクト（GC）が掲げる4分野の基本原則：人権、労働、環境、腐敗防止の10原則に

賛同し、それらの課題解決に自発的に取り組むことを約束し署名しました。以来、当社の問題点や課題を分析し、継続的に改善

をするための努力を続けています。その具体的な行動内容は、エプソンが信頼経営を実践するよりどころである「企業行動原則」

や、さらにそれを深掘りした「エプソン社員行動規範」に密接につながっています。

国連グローバル・コンパクト10原則とエプソンの「企業行動原則」の関係
国連グローバル・コンパクト 10原則 企業行動原則
原則 1：国際的に宣言されている人権の保護を支持し、尊重する ･････ 原則：1，4，5

原則 2：自らが人権侵害に加担しない ････････････････････････････ 原則：2，4，5

原則 3：組合結成の自由と団体交渉の権利を実効あるものにする ･････ 原則：5，7

原則 4：あらゆる形態の強制労働を撤廃する ･･････････････････････ 原則：4

原則 5：児童労働を実効的に廃止する ････････････････････････････ 原則：4

原則 6：雇用と職業に関する差別を撤廃する ･･･････････････････････ 原則：4

原則 7：環境課題に対する予防原則的アプローチを支持する ･････････ 原則：5，8，9

原則 8：環境に関してより大きな責任を率先して引き受ける ･･････････ 原則：5，8，9

原則 9：環境にやさしい技術開発と普及を奨励する ･････････････････ 原則：3，5，9

原則 10：強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止に取り組む ････ 原則：1，5，6

2007年には国連GC、WBCSD（持続可能な発展の為の世界経済人会議）、UNEP（国連で設立された世界の環境保護を担
当する機関）三者により提唱された「Caring for Climate／気候に関するビジネスリーダー綱領」にも支持を表明しました。
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エプソンのグローバル・コンパクトへの取り組み
http://www.epson.jp/csr/global_compact.htm

力を要しています。

なお、当社が初めて参画した2008年度の分科会活動成果を、

11社（当時）を代表して、2009年4月の国連大学で開催された年

次総会で報告し、他GC-JNメンバーの皆様と共有しました。

現在、分科会への参加企業も増え、同じ志を持つ20社近くの企

業の皆様とサプライ

チェーンにかかわる課

題と解決策、さらに国

内外の他社研究など

をテーマに分科会活

動を継続しています。

グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワーク（GC-JN）での取り組み

当社はGC署名企業としてGC原則実践状況の透明性を示すため、

ステークホルダーに年次活動報告（COP報告）を行っています。さら

に、GCの組織体に位置付けられるGC-JNの「サプライチェーン分

科会」に2008年度から参画しています。

2009年度は、幹事企業としての責務を果たすべく、他の幹事企

業の皆様と有機的な関係を築きながら、業種の異なる会社の方々

とともに知見や知識を出し合い、経験も交えた成果を「グッドプラク

ティス」などにまとめました。

また、その成果を社会に発信し、還元することを目指した自発的

な分科会活動を行っていますが、多様な企業文化が集結する分科会

のため、その活動を一つにまとめあげるのは思った以上に時間と労
「GC-JN総会」での報告の様子

国連グローバル・コンパクト
http://www.unic.or.jp/globalcomp/
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地球を友に　　　　　　　　　　  P37-56

環境活動を総合的に紹介します。

個性を尊重し、総合力を発揮して　P57-62

社員への取り組みを紹介します。

世界の人々に信頼され　　　　　  P63-68

信頼経営を実践している活動を紹介します。

社会とともに発展する　　　　　　P69-76

社会活動を紹介します。

常に創造し
挑戦していることを
誇りとしたい  
2009年度CSR活動報告

エプソンはすべてのステークホルダーと信頼関係を築き、
社会とともに発展しながら「信頼経営」を実践していきます。

2009年度のCSR活動を、エプソンの「経営理念」に基づき
5つの章立てにより紹介します。

お客様を大切に　　　　　　　　  P31-36

お客様価値創造から品質向上、安心、安全活動
までの取り組みを紹介します。



私たちとお客様との良い関係
お客様価値とは、お客様に喜んでいただける・感動して

いただける価値、またお客様とともに喜び合える価値で

す。私たちが認める価値であっても、お客様に認められ

なければお客様価値とはなりません。

お客様価値を見極め、それを実現するための独創の技

術やお客様に親身になったオリジナリティー溢れるサービ

ス・サポートを目指して社員全員が努力を続けます。

私たちはお客様に信頼される関係づくりに向けて、お

客様に安心してエプソンを選んでいただける関係を築きま

す。すなわち、

• 世界中のお客様に安全・安心の品質をお届けします。

• お客様と確かな共生の関係を築きます（近所付き合いの

　ように・こころ温まる・顔の見える）。

私たちは以下のステートメントを常に心に置き、業務に

取り組みます。

  私は大切な人に渡せる
       商品／サービスをつくります

エプソンが考える品質
エプソンは、｢品質｣とは、商品の品質だけではなく、

社員一人ひとりの行動や心のあり方を含めた企業活動全

体にかかわるものと位置付けています。そして、お客様

から商品に対して信頼と安心をいただくためには、商品や

サービスの品質を常にお客様の視点から考えることが最

も大切なことであると考えています。

そのような思いを実践するために、2002年に品質理念

を定め、14カ国語に翻訳して、全世界のエプソンで共有

しています。
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お客様価値の創造

私たちは、常にお客様の視点で商品／サービスの品質を最優先に考え、

仕事に取り組む心の質から会社の質に至るまで品質第一に徹し、

お客様に喜ばれ信頼される商品／サービスを創りつづけます

お客様を大切に／お客様とエプソン

品質理念

常にお客様の視点で商品／サービスの品質を

最優先に考え、世界中の社員一人ひとりが

仕事に取り組む心の質から会社の質に至るまで

品質第一に徹し、お客様に喜ばれ信頼される

商品／サービスを創りつづけたい。

品質方針

　 1. 全てのプロセス、業務において三現主義に基づき
　　  行動する。

　 2. あらゆる場面でスピーディにPDCAのサイクルを回す。

　 3. 失敗の原因を徹底分析し、失敗から学ぶルール、
　　  システムの構築により問題の再発を防止する。

　 4. お客様がEPSON商品を安心して購入し、心から
　　  愛用できる“先手のCS”を実現する。

　 5. 新たな商品を生み出す源泉のお客様の苦情、
　　  意見を無駄にしない。

　 6. 負の情報、悪い情報こそよどみなく報告する。

　 7. 当たり前のことをおろそかにしない風土を醸成する。

     ＊ 三現主義：現場、現実、現物を大切にする考え方

     ＊ “先手のCS”：基本性能だけでなく、お客様の期待を超えた
         喜びや感動といった付加価値が加わったCS
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お客様とともに商品づくり
エプソン商品がお客様にとって価値ある商品となること

を目指して、商品の企画、開発の段階からお客様にも参

加いただく商品の使いやすさ向上活動を行っています。

お客様への訪問

国内外のお客様の使用環境に適した商品づくりを目的

に、訪問調査を実施しています。

訪問調査とは、エプソン商品をご購入いただいたお客

様のご自宅やオフィスなどを当社社員が直接訪問し、実際

の使用環境のなかで、設置状況、利用方法や手順の把握、

要望や困りごとなどのヒアリングを実施するものです。

ここで得られた結果

を関係者で分析し、次

機種の商品開発へ反映

しています。

高齢者による評価検証

エプソンは、高齢者の方々も使いやすい商品づくりを

目指しています。そのため、社外の方々のご協力を得て、

高齢者の視点から、使いやすさ・わかりやすさを評価・検証

しています。

例えば、インクジェットプリンターでは、開発途中の商

品を用いて使いやすさの検証を幾度も行い、その結果を

商品に反映させています。

また、操作パネル上の表記については、高齢者の方々

へのインタビューにより、見やすさを確認し、新商品に採

用しています。

より多くのお客様にお使いただけるために

エプソンは、使い勝手に配慮し、さまざまな身体特性

の方々のご意見を商品に反映しています。これらの意見

収集には、社員や特例子会社の社員のほか、近隣地域の

障がい者支援センター様にもご協力をいただいています。

こうした活動を通じて得られた貴重なご意見を商品づくり

に反映させ、一人でも多くのお客様に「使いやすい商品」

と感じていただけるように取

り組んでいます。

社内モニター制度の運用

社員やその家族・知人を対象に、ユーザーとしての評価

を依頼し、その生の声を商品開発に反映させる「社内モニ

ター制度」を運用しています。

本制度を活用して、評価・改善のサイクルを繰り返し行う

ことができ、お客様により満足いただける商品開発へとつ

なげています。また参加した社員がお客様視点に立った商

品づくりの意識を向上させる効果も上がっています。

文字の見やすさに関する
インタビューの様子

評価用シミュレータを
活用した評価の様子

車椅子利用者による
デジタル複合機の操作性評価

視覚障がい者による
複合機のパネル評価

色弱者による取り扱い説明書の評価

お客様宅への訪問調査の様子
（プロジェクター使用状況についてヒアリング）

社内モニターによる評価の様子

Epson Group Sustainability Report 2010
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お客様の期待を超える商品を目指して

米国の先生からの体験レポート（抜粋）を紹介します。

『ホワイトボードからエプソンの対話型プロジェクターに

切替え、授業の様子が大きく変わりました。難しい授業で

さえも、生徒たちから一斉に手が上がり、その手で教室

にウエーブが起きるほどでした。さらに驚いたのは、その

授業が苦手だった生徒を指名した時です。生徒は、「あり

がとう先生」と言いながら前に出て、特殊なペンで正解を

書いてから、私に微笑むのです。・・・・・・』

（使用イメージはP.15参照）

お客様との対話が原動力に

「お客様を中心に据えて、創って、作って、お届けす

る」…言うのは簡単ですが、そのサイクルを実際に回すの

は簡単なことではありません。2007年に北米で発売し

た小切手スキャナー、この商品は企画～試作～量産まで、

一貫してお客様との濃密な対話を通して生まれました。

この面白さを商品に

BrightLink 450Wiの前に、同じく学校用として焦点距離の

短いプロジェクターを商品化していました。今回の商品はその

機種を使っているお客様からの意見をくみ取り、さらに「もっと

お客様が喜ぶこと」を目標に根本から見直しました。そしてコン

セプトを、単なるプロジェクターから「プロジェクターを使った

楽しい授業」に広げ、それをターゲットとしました。

商品企画部門より、プロジェクターという「映すだけ」の商品

から、その画面に書き込みができ、教材と生徒たちと双方向

の授業が可能になる・・・このコンセプトを聞いたとき、まず単純

に「面白い」と思いました。それからこの双方向方式の試作品

を作り体感していくうちに、これで授業が興奮して楽しいもの

になると良いな・・・と本気で「この面白さを商品にしたい」という

気持ちになっていきました。取り組むテーマは広範囲に及びま

したが、挑戦し、決してあきら

めなかったのは、お客様への

想いを膨らませ、目標が非常

にはっきりしていたからだと思

います。

開発者からの言葉

開発メンバー

どんどん書き込んでいきました

きっかけは2004年発売のTM-J9000です。この商品を発

売したところ、北米のA社から銀行向け専用スキャナーの共同

開発を持ちかけられました。もちろん、当初はわからないこと

だらけでした。まず、開発メンバーは商品企画の前にA社の

ほか、米国の大手金融機関にヒアリングを行いました。ヒアリ

ングをしていくうちに市場の姿が見え、取引先への新たな販

売につなげられることがわかったのです。

続いて、「イメージ図」や「実物大の模型」を作成し、この提

案に直接フィードバックをいただきました。その結果、試作段

階で「お客様に便利に使っていただける商品の姿とはなにか」

を明確にすることができました。

試作から量産までは、お客様が実際に商品を操作する手順

に沿った操作仕様書を紙に印刷し、操作プロセスごとに各担当

が何にどう対応すべきかをどんどん書き込んでいきました。ま

た、量産前の品質確認では、通常は困難なことですが、銀行

内で実際に処理している小切手で品質を評価することができま

した。このようにしてTM-S1000は生まれました。お客様と

の対話は商品発売後の今でも継続的に行っており、これから

もお客様の期待を超えるため

に努力を続けていきます。

開発者からの言葉

開発メンバーと当時の模型

　投写された画面にペンで書き込め、保存もできる新発想のプロジェクター

  壁掛けプロジェクター
  BrightLink 450Wi
  （日本名EB-450WT）

　使い勝手にこだわったエプソン初の小切手専用スキャナー

  小切手スキャナー
  TM-S1000
  （米州、欧州、
　アジアなどで販売）
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お客様を大切にするサービス活動
エプソンは、パソコン・プリンター・スキャナー・プロジェク

ターなどの商品別に「インフォメーションセンター」を設置

し、お客様からのお問い合わせ、ご相談に対応しています。

エプソン販売（株）では、インフォメーションセンター

での対応についてお客様のご意見をお伺いするとともに、

「どのくらいお客様に満足していただいているか」「お客

様の視点に立った時に、当社の対応はどのように評価い

ただいているか」を自ら振り返って、新たな課題を見つけ、

改善を実施しています。

この改善活動は、以下のフローに基づき、PDCAサイ

クルを回しながら推進しています。

サービスの技能を磨く活動
エプソン販売（株）は、修理業務に携わるサービス従事者

（CE）の技能向上を目的に、「CE技能競技会」を毎年開

催しています。

この競技会では、与えられた課題に関して、修理の速

さ・正確さを競う「技術の評価」だけではなく、実際に演じる

「お客様への応対」や、「作業現場での配慮が適切であっ

たか」についても審査されます。例えば作業中に大きな

音を立てたり、清掃が不十分だったりした場合、ペナル

ティーが加算されます。

全国各地区から参加したサービス従事者はこの競技会

の緊張した雰囲気のなかで「予選」「決勝戦」と進み、最終

的に「優勝者」「2位」「3位」が選ばれます。

評価されるポイントは以下の3つです。

• 当社商品知識と修理対応機種の幅の広さ

• 修理箇所の正しい判断と、お客様の事情に応じた迅速

　で的確な作業

• 「次もエプソン」につながる提案・アドバイス

この競技会を通じて、「技能」を磨いたサービス従事者

が、お客様のお役に立てるように、今後もこの活動を継

続していきます。

34

審査員および見学者の様子競技の様子

2009年の優勝トロフィーは
「盛岡地区」のサービス従事者が獲得しました

■ 2009年度改善事例

「インフォメーションセンター」で修理が必要とわかった

時に、改めてお客様が「修理センター」に連絡して申し込

みをするのが煩わしい。

「インフォメーションセンター」で修理が必要とわかり、

お客様も修理を了承された場合に、修理受付もその場

でできるようにした。（段階的に導入中）

■ CE技能競技会の様子

■ お客様対応に関する品質改善フロー

アンケート調査

目標設定の見直し

P D

CA

品質改善サイクル

他社比較調査・業界内のポジショニング確認（毎年実施）

お客様
満足度調査
（毎月実施）

分析・結果報告

分析・結果検証
対策検討改善活動

Epson Group Sustainability Report 2010
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品質改善への取り組み
エプソンにおける改善活動（E-KAIZEN活動）

エプソンは、個人による業務改善活動と小集団による

改善活動を合わせ、2003年よりE-KAIZEN活動という

名称に変更し、全社の改善活動を推進しています。

グローバルに取り組む品質改善活動

海外のサークル数は、事業構造改革と事業の集約化によ

り、2009年度は減少し、約1,300サークルになりました。

しかしながら、製造拠点が海外にシフトするなか、サー

クル間の交流も増え、海外製造拠点における小集団活動

は、活発に行われています。

■ ブロック推進体制

■ 海外のサークル数推移

品質管理教育

現場で改善できる人材育成を目的に全世界共通の品質

管理教育を行っています。日本からのトレーナーが海外現

法のトレーナーを育成し、

育成された海外現法のト

レーナーが直接指導にあ

たっています。

海外製造拠点における改善活動

海外製造拠点では、製造現場における改善活動に留ま

らず、川上部門である設計部門との共同検討も積極的に

行っており、このことが

課題解決や改善に向けた

迅速な対応につながって

います。

ワールドワイド小集団活動事例発表大会

エプソンの小集団活動の最高峰の大会として、年1回

ワールドワイドの小集団活動事例発表大会を開催してい

ます。2009年度は10カ国、31チームが日本に集結し、

活発な活動の成果であ

る事例発表が行われまし

た。なお、近年では海外

現地法人のチームが社長

賞を受賞するまでにレベ

ルアップしています。

製造作業者と設計担当者による生産検証

日　本

中　国

東南アジア

16事業・関係会社

8現地法人

9現地法人

責任者会議・事務局会議ブロック事務局

本 社

海外現法のトレーナーへの品質管理教育

ワールドワイド小集団活動事例発表大会

■ 金賞・社長賞を受賞したチームの事業部・現地法人

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

半導体事業部 ★ エプソン深セン ★ エプソンバタム ★ エプソン天津

EID エプソン深セン エプソン深セン エプソンフィリピン

TFT事業部 半導体事業部 エプソン天津 エプソン深セン

半導体事業部 半導体事業部 TFT事業部

 国内事業部  海外現地法人  社長賞★

個人による改善活動 小集団による改善活動

業務改善提案 QCサークル、PMサークル

業務組織主導での改善活動

プロジェクト形式での改善活動

■ E-KAIZEN活動の内訳

0

500

1,000

1,500

653

762

1,034

1,282
1,350

1,538
1,598

（年度）20092008200720062005200420032002

（サークル数）

1,321
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世界同一・高レベルの
安心・安全・お客様満足のために
エプソンは、世界中のどの国・地域でも同じ品質を提供

できるよう、グループ統一の品質保証規程と製品安全性

管理規程を定め、世界同一レベルでの品質管理を実現し

ています。

特に商品の安全性や環境法規制の適合性について

は、グループ統一品質規格であるEQS（Epson Quality 

Standard）を設け、世界各国・地域の安全規格や法規制

の要求レベル以上の自主規制を幅広く実施し、お客様へ

の安全・安心の提供に努めています。

また、お客様のもとで起こった製品安全性に関する事

象を再現させ、原因究明を行うための専用解析施設をは

じめ、商品から発生する化学物質などへの対策強化のた

め、シックハウス症候群の原因とされる物質を含む揮発

性有機化合物などを測定する専用の装置・分析機器を導

入し、検証結果をEQSに反映させるとともに、商品の企

画・設計段階から危険要素の除去や誤使用時の安全確保な

ど、安全品質の作り込み

の徹底を今まで以上に強

化することで、より安全・

安心な商品づくりに取り

組んでいます。

さらに、製品安全にかかわる基本方針に基づき、製品

安全に関する情報のお客様への積極的な公開や、社員全

員に対する製品安全教育などを実施しています。

これからも社員一人ひとりが、お客様のことを考え、

個々の業務や行動のなかでお客様に商品／サービスの創

造・創出・提供ができる風土づくりを目指します。

製品安全に関する基本方針

エプソンが製造・販売する商品の安全に対するお客様

の信頼を確保することが経営上の重要課題であるとの認

識のもと、「お客様を大切に」という「経営理念」に基づき、

以下のとおり製品安全に関する基本方針を定め、製品安

全の確保に積極的に取り組んでいきます。

X線CT装置による解析の様子

製品安全に関する基本方針
http://www.epson.jp/company/seihin_anzen.htm

 • 書画カメラ「マルチメディアビューアー ELPDC02」におき

まして、使用方法により発煙・発火事故に至る恐れがあり、

2007年8月21日より、新聞社告などを行い無料点検・改

修を実施して参りましたが、2008年に入り当社未処置品

での発煙事故や、供給元の同仕様商品による火災事故が

発生しています。当社ホームページにて2009年8月6日

より、再度点検改修のお知らせをさせていただいています。

 • モノクロページプリンター「LP-7500/7700/8100/8700 

/8700PS3」におきまして、電子部品の故障により発煙が

生じ、プリンター内部に留まるものの機内で発火に至る

ケースがあることが判明したため、当社ホームページにて

2009年9月7日より、無償修理のお知らせをさせていた

だいています。

 • プロジェクターのオプション商品「クイックワイヤレス用

USBキー ELPAP04/05」にウイルスが混入していること

が判明し、パソコンに接続した場合に、ウイルスに感染す

る可能性があるため、当社ホームページにて2009年10

月14日より、ウイルス混入に関するお知らせをさせていた

だいています。

 • デスクトップパソコン「EDiCube BB、MXシリーズ」におき

まして、電源ユニット内部の接続コネクター部分におけるト

ラッキング現象により、本体背面の排気口付近から発煙・発

火する場合があることが判明したため、2009年11月11

日より、リコール社告を行い無償点検・修理のお知らせをさ

せていただいています。

 • デ ス クトップ パ ソ コ ン「EPSON Type-SZ/BA/BD、

Endeavor AT-900C/920C/930C」におきまして、電源

ユニット内部の接続コネクター部分におけるトラッキング現

象により、本体背面の排気口付近から発煙・発火する可能

性のあることが判明したため、2010年4月13日より、リ

コール社告を行い無償点検・修理のお知らせをさせていた

だいています。（2010年度に発表）

該当するお客様には大変なご不便、ご迷惑をおかけいたし

ております。交換、修理などの対応にご協力をお願いします。

2009年度に発表した「重要なお知らせ」

重要なお知らせ
http://www.epson.jp/info/

Epson Group Sustainability Report 2010
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事業に密着した環境活動へ

私たちは、事業活動を通じ、環境負荷低減を

お客様にとっての価値として提供します

37

地球を友に／地球環境とエプソン

※ あるべき姿、ありたい姿としてのビジョンをまず描き、次にそこへ至るためのシナリオを検討する手法

■ 環境ビジョン2050と到達までのシナリオ

これまでの振り返り
エプソンは、これまで社会の変化を意識した環境総合

施策を制定し、具体的な目標を掲げ活動してきました。

1998年制定「Action07 環境総合施策」では、企

業責任として広範囲な環境問題に対処してきました。

2006年制定「Action2010 環境総合施策」では、エコ

ロジー（環境）とエコノミー（経済）を直結し、環境負荷低

減とともに、エプソンの企業力を高めてきました。

しかし、現状の積み上げや、概念論だけでは「環境ビ

ジョン2050」で掲げたあるべき姿に近づくことはできま

せん。

2009年、経済環境の大きな変化に対応しつつ、今後

の事業成長を達成するために全社長期ビジョン「SE15」

が制定されました。それに合わせて、2010年4月、

「SE15中期環境活動方針」を定め、環境ステートメント

の「省・小・精の技術を基盤として、商品･サービス、生産、

販売すべてを通じ、環境への負荷低減をお客様にとって

の価値として提供する」を具体化した2015年の目指す姿

として明確にしました。

これからの環境活動 ～お客様の立場で考える～
　2010年度より、従来活動に加え、各事業戦略のなか

で商品・サービスの環境負荷低減施策を加速していきま

す。商品を小型・軽量化すること、循環型にすることを

追求し、お客様が感じる環境負荷を低減するとともに、

経済的価値も提供しています。

　具体例として、インクカートリッジを使用せず、本体

を再利用可能な、従来の発想をくつがえすインクジェッ

トプリンター「EC-01」の国内での発売（P.25参照）や、回

収したカートリッジの数量に応じてポイントを付与する

プログラム（P.53参照）をスタートしました。

　また、エプソンの直接排出CO2の削減施策として、生

産拠点の最適化や、設備更新                                      

時の環境配慮を進めています。

　さらに、要素技術の変更な                                            

どの抜本的な生産革新により、                                    

目標達成を目指します。

事業基盤強化本部 副本部長
 （CS品質保証・環境担当） 
情報画像CS品質保証統括部 部長 

大渡 章夫

環境ビジョン2050と到達までのシナリオ
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環境活動の考え方
地球環境の保全はエプソンの重要な

責務であると認識し、活動しています

環境理念
（1994年10月制定 /1999年6月改定）

セイコーエプソングループは企業活動と

地球環境との調和をめざし、高い目標の

環境保全に積極的に取り組み、

良き企業市民としての社会的責任を

果たしていきます。

 環境活動方針
 環境理念のもとに次の方針を定め全員参加で取り組むこととします。

 1．環境に調和した商品の創出・提供

 2．環境負荷低減をめざした全プロセスの革新・構築

 3．使用済み商品の回収・リサイクルの推進

 4．地域社会・国際社会へ、情報の公開と貢献

 5．環境管理システムの継続的改善  

豊かな自然に囲まれた長野県の諏訪湖畔で事業をスタートさせたエプソンにとって、地域の環境に負荷を

与えない企業活動を行うことは創業時の理念の一つでした。企業活動を通じて地球を守り、持続可能な社会

を築くことができるよう、エプソンは世界同一基準・目標を掲げ、「環境経営」を実践しています。その姿勢を

環境理念に明文化しています。

この環境理念を私たち一人ひとりが具体的な行動を移せるように環境活動方針を定めています。

エプソンは、これまで環境理念をもとに環境活動方針を定め、具体的な施策としてAction07（1998年～ 2005年）、

Action2010（2006年～ 2009年）に展開し、全員参加で環境活動に取り組んできました。

今後は、2015年に向けたSE15中期環境活動方針（P.24参照）のもと、本業を通じて、地球環境との共存を永続的に実

現するための環境経営を継続していきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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商品の企画段階から使われた後まで
一貫した環境配慮に取り組む
「エコロジーとエコノミーを直結する」ためには、製造工

程だけでなく、部品や材料の調達、商品の輸送、お客様

の使用段階や回収・リサイクルまで含めたライフサイクル

の各ステージで環境負荷の低減が必要となります。

「Action2010 環境総合施策」では、「地球温暖化防止」

「資源循環・省資源」「化学物資管理」の3つを環境対策の

重点領域と定め、環境施策を進めました。

■ 商品のライフサイクルステージ

つかう
お客様の負担を

最小に

とどける
商品の輸送は
効率的に

いかす
使い終えたら
資源にして
再活用

かんがえる
「商品の一生」を
考えて設計する

えらぶ
環境に配慮された
材料を使う

つくる
素材や

エネルギーは
大切にする

無用なものは
出さない

エプソンの環境活動に対する
社会からの評価
エプソンは地域貢献活動の積極的な推進、情報の開示、

社外に向けた環境技術・ノウハウの公開などの活動により、

社会全体への貢献も果たしたいと考えます。このような取

り組みによって、現在の地球環境を維持・改善し、それを

次世代の子供たちへ、未来へと残していくことが、エプソ

ンの目指す姿です。こうしたエプソンの取り組みは継続的

に社会からの評価を受けています。

受賞名称 主催 受賞対象

2009年度信州豊かな環境づくり県
民会議表彰

信州豊かな環境
づくり県民会議 セイコーエプソン（株）

Mother Nature賞、サクセスストー
リー賞、優秀公害防止管理者賞

フィリピン公害
防止協会

Epson Precision 
（Philippines）, Inc

深セン市「先進企業の称号」 「鵬城減廃行動」
指導委員会

Epson Engineering 
（Shenzhen） Ltd.

待機電力1Wベストパートナー コンシューマー
ズ･コリア

Epson Korea Co., 
Ltd.

緑化優良工場等表彰
（P42.参照）

（財）日本緑化
センター

セイコーエプソン（株） 
千歳事業所

中国環境ラベル特別貢献賞　
（P44.参照）

中国環境保護部
環境発展セン
ター

Epson （China） Co.，
Ltd

2009年度循環型社会形成推進
功労者

長野県 /信州豊
かな環境作り県
民会議

セイコーエプソン（株）

イノベーション・イン・サステイナビ
リティー賞

ポートランドビジ
ネスジャーナル Epson Portland Inc.

Don Emilio Abello エネルギー
効率賞

フィリピン環境
資源省

Epson Precision 
（Philippines）, Inc

北国の省エネ・新エネ大賞
（P47.参照）

北海道経済
産業局

セイコーエプソン（株） 
千歳事業所

重点領域 取り組み

地球温暖化
防止

地球温暖化防止に貢献するために、「地球温暖化
物質の排出量削減において業界No.1」を目指して
施策を推進しています。商品の省エネルギー性能
はもちろんのこと、生産工程での排出削減、輸送
時の対策にも注力しています。

資源循環・
省資源

商品を設計する段階から、省資源やリサイクルの
しやすさを考慮しています。資源の有効利用・工程
改善による廃棄物の削減や梱包資材の使用量削
減などにも取り組み、循環型社会の構築に貢献し
ています。

化学物質
管理

商品に含まれる化学物質の削減と、製造段階での
使用量削減という2つのグリーン化を推進してい
ます。運用体制や管理システムなど、活動を支え
る仕組みづくりにも力を入れています。

■ Action2010 環境総合施策の重点領域
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なお、個人表彰では、2010年3月にセイコーエプソン

（株）、エプソンイメージングデバイス（株）とエプソントヨ

コム（株）の社員がエネルギー管理関係の表彰を受けまし

た。（主催：（財）省エネルギーセンター）

■ 2009年度環境活動に対する社外表彰 （受賞月日順 /抜粋）

受賞者

エネルギー管理功績者表彰 3人

エネルギー管理功労者表彰 2人

エネルギー管理優秀技能者表彰 5人

■ 2009年度エネルギー管理関係個人表彰
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環境マネジメントシステム
エプソンは、環境活動を経営の重要課題と位置付け、

中期と単年度の環境総合施策を定めています。各推進組

織（各事業部門、本社部門、国内外関係会社）は、環境総

合施策をもとにそれぞれの環境計画を策定、活動してい

ます。遂行状況を年に1～ 2回内部評価で点検し、不適

合事項については是正をしています。

環境マネジメントシステムの運用には、国際標準規格

の ISO14001を活用し、PDCAサイクルを回して、継続

的な改善を図っています。なお、エプソンは国内外の製

造系／販売系／サービス系の主要な拠点すべてにおいて、

ISO14001認証取得を完了しています。

環境活動の推進体制を図1に示します。

環境リスクマネジメント
エプソンの事業活動によって環境汚染が生じることがあ

れば、周辺住民の皆様や国・地域に多大な損失や悪影響を

及ぼしかねません。そこで、環境汚染の防止に関するグ

ループ統一の規程・基準に従い、環境リスクマネジメント

環境経営
環境への配慮を経営の軸に据え

企業活動を行っています

の考え方や法令の遵守を徹底しています。各推進組織で

は、ISO14001を活用し、基準値の逸脱・環境に関する苦

情や事故が起きる危険性（リスク）を洗い出し、評価してい

ます。その結果に基づき、対策をとり、継続的なリスク

低減に努めています。

環境教育
社員が日常的に環境を意識して仕事をするためには、

一人ひとりが会社だけでなく家庭でも「環境問題を自分の

行動の判断軸の一つとして位置付け、環境問題解決の行

動をとれるようになる」ことが重要であると考えています。

その実現に向け、環境教育を通じて、正しい理解と実践

を促しています。

ISO14001認証取得一覧表
http://www.epson.jp/ecology/report/iso14001.htm
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※1  eラーニングの公開日
※2 （  ）に示す累計とは、公開日より2010年3月までの受講人数

研修名 受講者数

ISO14001環境監査人教育 82人　（累計 1,866人）

研修名 公開日※1 受講者数※2

環境基礎教育（自然と友に） 2002年04月  677人　（累計 16,465人）

地球環境技術（環境関連法規） 2003年12月 1,191人　（累計 10,583人）

環境基礎教育Ⅱ（2009年度版） 2009年12月 15,874人

■ 2009年度環境教育実績 （国内）

■ エプソンの環境活動推進体制 （図1）

社長

経営戦略会議
信頼経営推進会議

全社環境担当本部長

環境推進部長会議

グローバル環境会議
全社プロジェクト・分科会

事業（本）部 国内
子会社

海外
子会社

連結国内子会社

連結海外子会社
推進体
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環境会計の考え方
エプソンは、環境経営を推進するための一つとして、

環境保全コストと効果を定量的に把握し、評価を行い、

環境活動に役立てています。
＊ 環境省の環境会計ガイドライン（2005年版）を参考に作成した、社内ガイドラ
  インに基づいて集計しています。
＊ 集計範囲は当社および関係会社38社（国内18社、海外20社）です。
＊ 関係会社では、ISO14001認証を取得し、かつ出資比率50%超の関係会社
  のうち、環境会計データの収集を行っている会社を集計対象としています。

2009年度の集計結果
環境保全投資は5.6億円、うち地球温暖化防止関連へ

の環境保全投資は4.6億円（82%）を占めています。これ

は、工場基礎設備における設備更新や、生産ラインにお

ける機械装置の導入において、省エネルギー性を十分考

慮したことによるものです。

一方、環境保全費用は58.5億円、うち環境研究開発

費が28.3億円（48%）となり、費用の一番多くを占めてお

り、環境配慮商品開発が73.6%（右円グラフ）を占めまし

た。これは、エプソンが販売する商品群において、使用

時の省エネルギー性能向上を中心に、商品のライフサイ

クル全体における環境負荷低減を目指し、環境配慮商品

の開発に注力したことによるものです。

経済効果は、省エネルギー、環境負荷化学物質使用量

削減などにおいて把握しており、その効果額は総計20.2

億円となりました。省エネルギーでは、設備の徹底した

運転管理の適正化により、7.5億円の経済効果を、また、

環境負荷化学物質使用量削減においては、洗浄液の長

寿命化などにより、4.6億円の経済効果を得ることができ、

水使用量削減・リサイクル効果および社内教育による節約

効果を含め、多くの取り組みにおいて経済効果が費用額

を上回ることができました。
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■ 2009年度 環境保全コスト・効果表
　　　　　　　　　　　（億円）

内容
環境保全コスト 経済効果 環境保全効果およびその他定性的な効果

投資額 費用額 内容 金額 差引※2 項目 単位 数値

環
境
総
合
施
策

環境商品の創出・提供、商品の回収・リサイクル 0.0 5.6 省エネ商品の社会的省エネ効果 万kWh 5,852

環境研究開発 0.0 28.3

地球温暖化防止 4.6 3.4 省エネルギー、温暖化物質排出削減効果 7.5 ▲4.1 CO2削減量（省エネ＋温暖化物質対策） t-CO2 37,601

環境負荷化学物質削減 0.0 1.2 環境負荷化学物質使用量削減効果 4.6 ▲3.4 化学物質削減量 t 1,021

廃棄物処理・リサイクル 0.0 7.0 排出物削減効果 1.2 5.8 排出物削減施策量 t 1,103

水の有効利用 0.0 0.8 水使用量削減、リサイクル効果 1.5 ▲0.7 水使用量削減量、リサイクル量 千m3 1,500

地域社会・国際社会へ、情報の公開と貢献 0.0 1.1 社外向けHPへ環境活動掲載、緑化、地域清掃など

法規制遵守（公害防止など）、緑化、美化 0.1 6.3 法規制など違反件数　2件

土壌、地下水汚染浄化など 0.0 0.9 土壌・地下水汚染浄化の推進

環境管理システムの継続的改善 0.8 3.6 社内教育による節約効果 5.4 ▲1.8 環境基礎教育、内部環境監査人教育、省エネ教育など

                     合　　　計 5.6 58.5 20.2

       環境保全費用／売上高（%）※1 0.6%

※1 売上高原単位の算出にはエプソングループ連結の売上高を使用しています。
※2 環境保全費用から経済効果を引いた正味の環境保全費用を示しています。▲の場合、取り組みにより利益が生じていることを表します。

環境会計
環境経営を推進するために、環境保全のコストと

効果を定量的に把握し、評価しています

■ 環境研究開発費の内訳
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自然調和を目指す工場

千歳事業所の風景 芝生でサッカーを楽しむ社員

千歳事業所が、（財）日本緑化センターが主催する「緑化優

良工場等表彰制度」において、「財団法人日本緑化センター会

長賞」を受賞しました。

当事業所からは、すぐ隣に豊かな自然がそのまま残った千

歳湖とそこから流れ出る美々川の清流を望むことができます。

社員一人ひとりの緑化活動は、敷地境界を塀ではなく盛土

に芝生や植栽をするなど周辺の自然環境に馴染むよう配慮し、

同事業所を訪れるお客様や社員の心身のリフレッシュにも役立

つ場を提供しています。
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地球と友に・私の一歩
事業活動とともに「私」の小さな行動で

私たちの住むこの美しい星を守り続けます

小さな行動で大きな環境メッセージ
活動のスタートは、まず「私」が行動を起こすことと考え

ています。これにより、私から私の仲間に、そして地域社

会へと環境活動の大切さが伝わっていくと考えるからです。

本社構内の空き花壇を利用して社員食堂の残飯堆肥と社

員の愛情で、キュウリ、大根、ミニトマトなどを育てています。

これらはすくすくと成長し、キュウリは50本以上収穫でき、希

望者に分け、喜んでいただきました。元々は島内事業所が実

施している“緑のカーテン”をならって始めたものですが、省エ

ネ効果よりも、癒し、環境コミュニケーションの場として活躍

しています。

立て札は森林整備活動

（神 宮 寺100年 の 森）で

伐ったカラマツを使って加

工したものです。

本社の癒し処 「地球環境農園」

本社敷地内の地球環境農園

環境家計簿とは、環境省／我が家の環境大臣事業が実施し

ている、家庭や事業所でのエネルギー使用量をチェックする

ための取り組みです。エプソンは、2007年から社員の環境

意識高揚のため、環境家計簿の導入を推進しています。毎月、

電気・ガスなどの使用量を記録し、CO2排出量を全国の家庭の

平均値と比較することで、取り組み成果を確認しています。

環境家計簿を使ったある社員は「断熱シ－ト、マットを床に敷

き、 省エネホットカ－ペットを使用」「家族の連続入浴によるガ

スの無駄削減」などの取り組みを行いました。さらに、エコラ

イフアイデアなどを実施し、

その結果に応じたポイント

が加算され、全国順位が付

けられるのを励みに取り組

みを継続しています。

環境家計簿の導入

断熱シートを敷いている様子

2009年6月5日世界環境デーに合わせて、Singapore 

Epson Industrial Pte. Ltd.（SEP／シンガポール）は、全社

員と近隣小学校の先生と、次世代を担う生徒を対象としたクイ

ズ・エッセーコンテストを実施しました。

実施目的は、参加者一人ひとりの環境への関心を高め、広

げることにあります。エッセーのテーマは「私の家庭・会社、学

校におけるCO2削減活動」、

「地球温暖化がシンガポー

ルに及ぼす影響」の2つで

す。優秀者には賞金と表彰

状の授与を行いました。

クイズ・エッセーコンテストの実施

コンテスト優秀者
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商品開発の基本方針
商品が環境に与える影響（ライフサイクルにおける環境

負荷量）は、企画・設計段階でほぼ決定します。エプソン

では商品開発段階で「省エネ設計」「省資源」「有害物質の

排除」の3つを基本方針として定め、環境に調和したもの

づくりの基盤としています。

環境配慮型商品の商品化フロー （情報機器事業の例）

エプソンは、商品の企画段階でその商品の環境仕様

を明確化し、設計段階以降で仕様を具現化していきま

す。環境仕様の実現度は、商品化の各ステップでレビュー

（チェック）され、最終的に商品として発売されます。ま

た、世界各国・地域で運用されている環境ラベルへの対応

についても、重要な環境仕様の要素として扱われます。

また、環境配慮型商品の作りこみのための評価に必要

な社内規格・評価ツールを整備し、運用のルールを定めた

業務基準に基づき商品化を進めています。

基本方針 取り組み

省エネ設計

商品のライフサイクル全体における環境負荷で
は、お客様のもとでの「使用時」の電力消費量が大
きなウェイトを占めるため、商品ごとに省エネ性能
の目標を掲げ、継続的な改善を進めています。

省資源

商品の小型化・軽量化による負荷の削減を考慮す
るとともに、リサイクル可能率（商品の設計図面か
ら、計算上リサイクル可能と判断される質量の比
率）の目標を設定し、商品が使用された後のリサイ
クルのしやすさに配慮した設計もしています。

有害物質の
排除

含有禁止、あるいは含有量を管理すべき化学物質
を社内基準で定め、データベース化し、設計から
調達、量産に至るすべてのプロセスでこのデータ
ベースを活用して安全性を確保しています。

環境負荷低減のための「環境関連発明」
エプソンは、環境負荷の低減に著しい効果を持つ発明

を「環境関連発明」と位置付け、重点的に奨励しています。

その目的は、環境負荷低減の技術開発で業界をリードし、

社会への貢献を果たすことにあります。環境関連発明に

対する社内基準を1998年に定めて以来、着実に活動を

重ねています。

2009年度においても、商品開発の基本方針に基づき、

環境に配慮した設計、構造、製造プロセス、リサイクル

技術、解体・分解工程の効率化、環境負荷低減材料、部

品の長寿命化などに関する技術開発の成果が確実に特許

出願され、毎年継続的に蓄積されています。

環境関連発明を含めて世界各国・地域で積極的に特許

出願権利化活動を推進した結果、2009年の特許登録件

数は日本では第７位に、米国においては第9位になりま

した。

環境配慮型商品
http://www.epson.jp/ecology/product/

■ 環境関連発明の特許出願件数指数 （累計）

環境配慮型商品の商品化フロー
http://www.epson.jp/ecology/design.htm

＊ 2007年を100とした場合の件数指数
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開発・設計
商品のライフサイクル全体を見据えて

徹底した環境配慮型の設計を行います

かんがえる
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タイプ 国・地域 環境ラベル
インクジェット
プリンター

（複合機含む）

ページ
プリンター
（レーザー／

LED）

SIDM
プリンター

POS
プリンター スキャナー インク/トナー

カートリッジ 用紙 プロジェ
クター

パソコン
（モニター
含む）

タイプ I

ドイツ ブルーエンジェル ●

中国 中国環境ラベル ● ●

台湾 グリーンマーク ● ● ● ● ●
（トナーカートリッジ）

●

韓国 韓国エコラベル ● ● ●

シンガポール グリーンラベル ● ●

日本 エコマーク ● ● ● ● ●

タイプ II

欧州 THE ECO DECLARATION ● ● ● ● ● ●

日本 PCグリーンラベル ●

全世界 エプソン環境
ラベル制度 ● ● ● ● ● ●

タイプ III 日本 エコリーフ ● ● ●

その他

日本、米国
EU

国際エネルギー
スタープログラム※1 ● ● ● ● ●

中国 省エネ規制 ● ● ● ●

日本 FSC認証 ●

タイプ I ラベル…第三者機関が判定基準を定め、認証するラベル。
タイプ IIラベル…自己宣言型と呼ばれ、自社商品の環境配慮情報を公開していることを示すラベル。
タイプ IIIラベル… 原料調達から製造、輸送、使用、廃棄、リサイクルまでの全ライフサイクルステージにおいて商品が環境に与える影響をLCA手法を用いて分析し、その結果を定量的情

報として公開する。情報公開にあたっては、データの正確性や信頼性の確保が必要となる。
※1  国際エネルギースタープログラムについては、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、台湾でも実施されています。

世界各国・地域で商品の環境配慮情報を
積極的に公開
国際標準化機構（ISO）では、商品の環境配慮を示す指

標として、3つのタイプ（表脚注を参照）の環境ラベルを

基準化しています。エプソンは世界各国・地域で環境ラベ

ルへの対応を進めています。

エプソンの環境ラベル制度 （タイプIIラベル）

エプソンは、従来進めてきたエコロジープロファイル

（環境仕様）の公開に加え、2009年12月、商品やサー

ビスにおける環境特性をお客様へわかりやすくお伝えする

ために、エコラベルの運用を開始しました。

冊子や商品カタログ、個装箱などに環境面における各

商品やサービスの特性を下記見本のように表示します。

2009年10月、Epson （China） Co.，Ltd（ECC／中国）

が、｢中国環境ラベル特別貢献賞｣（主催：中国環境保護部）を

受賞しました。

この賞は、中国での環境ラベル制定15周年を記念して、

2009年に設立された表彰制度です。ECCはこの環境ラベル

認証への積極的な関与および商品の全ライフサイクルにおけ

るCO2削減が評価され、同ラベルの認証取得企業1000社以

上のなかから選出された10社の一つに選ばれました。そのう

ち日系グループ企業は2社のみで

した。

中国では、国家機関の商品調達

の条件に中国環境ラベル認証商品

であることが決められているほか、

一般消費者の環境意識も高まり始

めています。

「中国環境ラベル特別貢献賞」を受賞 

授賞式の様子
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■ エプソンが取り組む世界各国・地域の環境ラベル

（見本）

• 2008年発売のEB-X6に比べ、体積を約30%削減
• 待機電力0.3Wを達成

eco情報
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調達先ごとの部品承認

［承認条件］
製品に含まれる化学物質に対する取り組み（保
証体制の推進）について同意書を提出

• 製品含有禁止化学物質の非含有
• 製造工程使用禁止化学物質の不使用
• 製品含有化学物質保証体制構築・維持

生産材ごとの部品承認

［承認条件］
製品に含まれる化学物質に対する情報を提供

• 製品含有管理化学物質の含有情報
• 製品含有全廃化学物質の全廃情報

調達

生産材のグリーン購入
エプソンは、環境活動方針に掲げる「環境に調和した商

品の創出・提供」を実現するために、商品を構成する一つ

ひとつの部品・原材料において環境負荷の少ないものを優

先的に調達することを目指しています。

生産材（商品を構成するすべての部品や原材料、梱包

材など）の調達にあたっては、世界同一基準でグリーン購

入活動を展開し、国内・海外とも2004年12月から継続し

てグリーン購入率100%を維持しています。2010年5

月に「セイコーエプソングループ生産材グリーン購入基準

書」を最新の法規制動向を網羅するため改訂し、お客様に

安心して使っていただける商品をお届けするための製品

含有化学物質保証活動を進めてきました。

確実な製品含有化学物質保証を行うためには、エプソ

ン内のみならず、調達先の協力が不可欠です。このため

各調達先には「製品含有禁止化学物質の非含有」「製造工

程使用禁止化学物質の不使用」「製品含有化学物質保証

体制構築・維持」についての同意書をご提出いただき、活

動の推進を図っています。

さらに、各調達先が納入する生産材一つひとつについ

て、製品含有化学物質の含有・全廃情報の提出を取引条

件として定め、お願いしています。

特定有害物質のグローバルな対応
現在、世界各国・地域で化学物質規制に関する動きが進

んでいます。エプソンは各規制への対応を順次進め、世

界同一基準での商品出荷を目指しています。また、特定

のフタル酸エステルなどについて、法規制がなくても有

害性が確認されているものは積極的に代替していきます。

REACHへの対応
欧 州 で 始 まって い る 化 学 物 質 規 制「REACH」

（Registrat ion, Evaluat ion,  Author isat ion and 

Restriction of Chemicals）の動きに対し、エプソンはこ

れまでも順次対応してきましたが、今後も引き続き以下

の対応を進めていきます。

1. 年間1トン以上化学物質を製造・輸入する企業には登録

が義務付けられています。エプソンはインク、トナー、

リボンの材料について、調達先と連携しながら2008

年度に予備登録を完了しました。今後、法律に従った

登録を進めていきます。

2. アーティクル（成形品）中に0.1重量%以上の高懸念物

質（SVHC）を含む場合は、お客様に物質の情報を伝達

する義務があります。さらに、2011年から、アーティ

クルに含まれる高懸念物質が0.1重量%以上で、年間

1トンを超える場合、届出が義務付けられます。エプソ

ンは義務に応じて情報伝達や届出を実施していきます。

エプソンは既存の含有化学物質調査体系を活用し、法

的要求・お客様の要求・社会的要求に効率的かつ確実に対

応していきます。
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資材調達
サプライチェーン全体で

グリーン購入の仕組みを整えています

えらぶ

■ 生産材グリーン購入の流れ
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地球温暖化防止
エプソンは、「省エネルギーによるCO2の排出量削減」

と「CO2以外の地球温暖化物質の排出削減」を活動の主

軸に捉え、国内事業所だけでなく、海外も含むすべての

関係会社において地球温暖化物質の削減に取り組んでい

ます。CO2の排出量削減は、管理レベルの向上や工場

基礎設備・生産装置の省エネルギー化、生産プロセス改

革、新エネルギー導入などの対策を実施しています。ま

たCO2以外の地球温暖化物質削減については、分解処理

して放出することと、使用量そのものを減らすことの2本

柱で削減活動を行っています。

2009年度は、グループ世界連結、国内ともに地球温

暖化物質の削減目標を達成しました。

ゼロエミッション
資源の有効利用を促進するとともに、廃棄量を削減し

て最終処分場の延命化に寄与するために、エプソンはゼ

ロエミッション活動に積極的に取り組んでいます。

エプソンのゼロエミッション活動は、2つの活動レベル

により定義しています。「レベル1」（再資源化活動）は排

出時の改善を目的としており「事業活動から発生する廃棄

物（生活系排出物を除く）を100%再資源化すること」を指

します。2003年度末までに、国内の事業所と関係会社、

海外の製造系関係会社のすべてで「レベル1」を達成しま

した。また、新しくエプソンに加わった拠点も順次達成し

ています。現在の活動は、生産工程の改善を目指す「レ

ベル2」（省資源化活動）にシフトしています。投入する資

源を減らし、循環することを念頭に置いて、リユースに取

り組み、工場内の排出物を資源として工場内で再利用す

るなどの活動を進めています。

製造
ものづくりの工程で、資源を大切にし

無用な排出物を出さないようにします

つくる

＊1990年度のエネルギー使用以外の地球温暖化物質排出量は、1995年の同排出量を用いています。
＊ CO2排出量の算出に用いた電力のCO2換算係数は、日本国内については2000年度の電気事業者連合会
　公表の平均値、海外については日本電機工業会（JEMA）報告書に基づく各国排出係数を使用しています。
＊ 燃料のCO2換算係数は、国内・海外ともに「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル （Ver.2.4）」（環境　
　省、経済産業省）の係数を使用しています。
＊ CO2以外の地球温暖化物質排出量のCO2換算に際しては、2001年 IPCC公表の換算値を用いています。

■ 地球温暖化物質排出量

■ 廃棄物排出量の経年推移

■ エプソンのゼロエミッション「レベル2」（省資源化活動）
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「レベル1」(再資源化活動）の定義
• 排出物の100％再資源化（リサイクル）
• 可燃ゴミは1人1日当たり50g以下

「レベル2」(省資源化活動）の定義
• 資源生産性：2002年度比50％向上
• 「レベル1」の維持

売上高など
 非循環系排出量
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魅力のある商品づくりの一つとして、インクジェットプリン

ターの筐体プラスチックに、高級感を感じさせるピアノブラッ

ク色を塗料なしの光沢成型技術で実現しました。

この技術を支えるのは、丹念に磨き上げられた金型です。

射出成型だけで光沢感のある樹脂を成形するには、精度の高

い金型が不可欠です。エプソンの「現代の名工」は1000分の

1mmの精度を操り、この匠の技が先進の技術を支え、商品

づくりと同時に環境負荷低減に貢献しています。

「匠の技」光沢成形技術で環境負荷低減 

光沢成形技術使用のEP-802A

■ 年度ごとの総塗料使用量 ■ 塗料による温暖化負荷総量

2006 2007 2008（年度）

塗料使用料 （t）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

450

塗料約 2,600t削減

1,123

3,020

2006 2007 2008（年度）

約 8,600t-CO2削減

温暖化負荷 （t-CO2）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
10,100

3,480

1,452

＊ 上記グラフの対象商品： インクジェットプリンターおよびスキャナー
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環境負荷低減と商品づくりの両立
「無理や無駄なく環境負荷を低減し、魅力ある商品を創

り、作る」、それがエプソンの目指すものづくりの姿です。

これを支えるのは、製造工程におけるたゆまぬ努力と粘り

強い技術開発です。

プロジェクターの主幹部品である液晶パネル製造工場の一

つである千歳事業所は、生産量や商品品質へ影響を及ぼすこ

となく、クリーンルームの用力供給仕様変更や設備運転条件

の見直しなどの部門間協働による継続的な省エネ改善活動で

CO2排出量を約10%削減しました。

一方、諏訪南事業所は、理論解析、実験データ分析により

工場棟別に設置されていた純水設備の統合などの難しい課題

を創意工夫と技術改善で克服し、純水設備における電力消費

量を約70%削減しました。

こうした成果が社外からも評価され、前述は事業所表彰とし

て「北国の省エネ・新エネ大賞」、後述は個人表彰として「文部

科学大臣表彰 創意工夫功労者賞」を受賞しました。

プロジェクター用液晶パネル製造工程に
おけるCO2削減

北国の省エネ・新エネ大賞 創意工夫功労者賞

エネルギー・パートナーシップの趣旨に賛同し、「パートナー」

会員として、グリーン・エネルギーの導入促進を進めています。

グリーン電力証書システムによる環境負荷低減

エプソンは地球温暖化防止のため、さまざまな対策に取り

組んでいます。そのなかで、グリーン・エネルギーの導入を重

要な施策の一つとして位置付け、2001年度から日本自然エ

ネルギー （株）と風力発電委託契約を締結しています。これま

での総発電量は1,544万kWhにのぼります。

2009年度は、年間198.9万kWhのグリーン電力を能代風

力発電所に委託しました。これは、エプソン本社事業所の電

力使用量の約40%にあたります。

また、グリーン・エネルギーの導入を促進しているグリーン・ グリーン電力証書能代風力発電所

COPY
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各事業所・関係会社環境データ （浄化対策、PRTR、VOC）
http://www.epson.jp/ecology/report/kogaidata.htm

グローバル主要環境データ
http://www.epson.jp/ecology/report/global.htm
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公害防止管理・廃棄物管理業務の
社内監査
社内の公害防止管理、廃棄物管理監査基準に基づき、

2009年度は34拠点（国内27、海外7）に対して監査を

実施しました。その結果、適切に管理されていることが

確認できました。

法規制値超過・苦情・事故
2009年度は、放流水の法規制値超過（2件）および事

故（1件）が発生しましたが、いずれも行政に報告するとと

もに、改善を実施しました。

土壌・地下水浄化
地下水のトリクロロエチレン対策として、本社・塩尻・富

士見・諏訪南の4事業所では揚水浄化とバリア対策を継続

しています。

本社では、鉄分を多く含んだ地下水を揚水しているた

め鉄が析出し、ポンプや

配管の清掃・点検などの

定期メンテナンスを数カ

月ごとに実施しています。

法規制値超過： 2件　　苦情： 0件　　事故： 1件

■  VOC全社取扱量、排出量推移

化学物質の管理
エプソンは「すべての化学物質にリスクがある」という考

え方に立ち、化学物質は「使わない」「使用量と排出量を

減らす」「安全なものに切り替える」という意識をもって管

理を行っています。

2003年度に自主管理基準の化学物質総合管理規程を

制定し、2005年度にはエプソン独自の化学物質データ

管理システム「E-Chem」を日本国内外の全拠点で導入し、

化学物質情報を全世界で一元管理できる体制を構築しま

した。

PRTR（化学物質排出移動量登録制度）対象物質のほか、

VOC（揮発性有機化合物）の排出量についても管理・削減

に取り組んでいます。環境中への排出量を削減するため

に、化学物質の代替化、使用量削減、燃焼除害装置の導

入など施策の推進に努めています。

2005年度排出実績をベンチマークとした管理指標を用

い、2007年度から、各事業部は排出量の管理と削減を

進め、適切な排出レベルを維持しています。

また、これらの化学物質に関するデータを地域住民の

皆様へ公開し、コミュニケーションを図ることで信頼関係

を築いています。
　

事業所 2008年3月 2009年3月 2010年3月 対策

本社    62    88    36
バリア対策、揚水処理、
土壌ガス吸引、モニタリング

塩尻   5.2   2.8   1.5
バリア対策、揚水処理、
モニタリング

富士見 0.25 0.26 0.16
バリア対策、揚水処理、
モニタリング

諏訪南 0.13 0.13 0.14
バリア対策、揚水処理、
モニタリング

松島 0.12 0.09 0.13 バリア対策、モニタリング

■ 事業所別地下水データと浄化対策

■ PRTR対象物質
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揚水設備のメンテナンスの様子

地下水トリクロロエチレン濃度推移・年度平均 （基準値0.03以下）
　（単位：mg/l）
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輸送によるCO2の削減活動
エプソンは、改正省エネ法に対応した方法で輸送量、

エネルギー使用量、CO2排出量を把握しながら、「売上

高原単位で前年度比1%削減」の目標を定め、環境負荷

低減活動を進めています。2009年度の国内輸送によ

るCO2排出量は約1.0万トンとなり、売上高原単位では

2008年度比で4.0%削減することができました。2006

年度から取り組んでいる物流データ集計の効率化は、対

象事業部への展開を完了し、独自の物流データ自動集計

システムで、輸送ロスの早期発見を可能にしています。

海外における取り組み
国際間輸送を含めた2008年度のCO2排出実績は、航

空輸送による排出が約60%を占めています。エプソンで

は全世界の関係会社と協力し、航空輸送から海上輸送へ

のモーダルシフトを進めてきました。

しかし、2009年度は世界的な海上輸送便不足の影

響もあり、航空輸送が増加し、排出量は前年度に比べ

5.3%増加しました。

Epson America, Inc.（EAI／米国）は2009年10月から

米国環境保護庁（EPA）のスマート・ウェイ・トランスポートに参加

し、参加企業とともにＥＰＡが設定する削減目標値の達成に向

け、努力し続けています。

このプログラムは、輸送エネルギー効率を向上し、地球温

暖化ガスと大気汚染物質の排出を減少させ、エネルギー安全

保障を改善することを目標に作られました。

その達成に向け、EAIはインターモーダル（自動車とほかの

輸送機関の組み合わせ）輸送、車両配送計画の最適化、積載

率向上、アイドリングストップなどに取り組んでいます。

貨物輸送による地球温暖化ガス・
大気汚染物質の削減プログラム

EAIの環境活動
http://www.epson.com/cgi-bin/Store/Landing/Environment.jsp

■ 国内および国際間物流におけるCO2排出量
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＊ 2009年度より物流におけるCO2排出量の集計対象範囲を拡大したため、2008
年度以前の数値も再算出しました。
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物流
商品をお届けするまでの過程でも

環境負荷の低減に取り組んでいます

とどける

■ 国内物流におけるCO2排出量

エプソン販売（株）は国内他社とCO2排出量削減と物流業務

効率化を目指し、2009年6月から一部の販売店向け配送業

務を両社共通の輸送会社の仕組みを利用し、共同配送を開始

しました。

対象の配送先については、両社で対象路線を設定し、北海

道札幌を皮切りに、東北、首都圏、近畿圏、中部、九州の各

地区へと段階的に拡大しま

した。この取り組みにより、

配送業務における年間CO2

排出量を約39％削減するこ

とができました。

日本国内他社との共同配送による
CO2削減

プリンターを積載している様子
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「省・小・精」の技術で環境負荷低減
エプソンは情報関連機器、電子デバイスや精密機器す

べての事業分野において、省資源、小型、高精密（「省・

小・精」）の技術を用いた、環境負荷の低い商品を提供し続

けることを目指しています。ここに2009年度の代表的な

商品例を取り上げ、環境負荷低減の特長を「eco情報」と

して示します。

※1 総消費電力量はエプソンの評価条件による値です。レシートプリント300枚 /日、1日16時間電源オン、8時間電源オフ、1年に365日稼動するとして算出しています。電源ユニット（PS-180） 
       およびACケーブル（AC-170）を使用し、パラレルインターフェイスにて測定しています。消費電力量はお客様のプリンター使用状況（印刷枚数、使用頻度など）により異なります。
※2 ｢トップマージンレス機能｣、｢行間幅 /改行幅削減機能｣、｢バーコード高さ削減機能｣などを指しています。
※3 エプソントヨコム（株）の評価条件です。LCA（ライフサイクルアセスメント）によりお客様での使用時の温暖化負荷をCO2排出量として算出しました。

■ 液晶プロジェクター EB-X8

■ 大判プリンター PX-W8000 ■ デスクトップPC Endeavor ST125E

■ 恒温槽付水晶発振器 OX-6501GGシリーズ ■ スプリングドライブ
　 セイコーブライツアナンタ SAEA001

■ サーマルレシートプリンター TM-T88V
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環境商品
お客様のお手元で環境負荷を低減するための

商品づくりを進めています

つかう

• 特別な換気設備のない一般オフィス環境でも使用可能
   な「におい」がきわめて少ない水性インクを採用
• 国際エネルギースタープログラムに適合

eco情報

• 2008年発売のEB-X6に比べ、体積を約30％削減
• 光利用効率を向上させたランプ（E-TORL）を採用
• 待機電力0.3Wを達成

eco情報

• 2009年発売のEndeavor AT971Eに比べ、商品本体の
   体積を約77%削減
• 使用時の消費電力は約22Wを達成

eco情報

• 2006年発売のTM-T88Ⅳに比べ、1年当たりの総消費
   電力量

※1を約15%削減
• 多様な用紙節約機能※2により使用量を最大約30%削減

eco情報

• 2001年発売のTCO-6831に比べ、使用時のCO2を
   約75%削減※3

eco情報
• 電池でなく、ゼンマイが動力源の腕時計
• 高精度な、平均月差±15秒（日差±1秒相当）を実現

eco情報
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使用時の環境負荷低減
エプソンはプリンターの高画質へのこだわりを追求しな

がら、総消費電力量の削減を達成しています。これは印

刷動作時だけでなく電源オフ・待機時電力にも着目し、トー

タルの省エネを実現する商品開発を進めてきた成果です。

2009年 度 発 売 のEP-802Aは、2004年 発 売 の

PM-A870に比べ、印刷速度向上や無線LANなどの多

彩なインターフェースを装備し大幅に性能が向上している

のにもかかわらず、1日当たりの総消費電力量は同等です。

一方、液晶プロジェクターはさまざまな光学技術を使っ

ています。E-TORLランプ※1もその一つです。室内など

を暗くすることなくはっきりと投影できる明るい商品が求

められるなかで、「電力を上げる」のではなく、「光を効率

よく使う」という方法により明るさアップを実現しています。

〈評価条件〉 エプソンの評価条件による。A4カラー文書コピーまたはプリント 5枚 /日、1日8時間電源オン、16時間は電源オフとして算出しています。消費電力量はお客様のプ
リンター使用状況により異なります。
※ 「平成13年度 省エネ大賞資源エネルギー庁長官賞」受賞 （主催：（財）省エネルギーセンター）

環境配慮型商品
http://www.epson.jp/ecology/product/

エコプロダクツガイド2009-2010
http://www.epson.jp/ecology/ad/
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※1 Epson-Twin Optimize Refl ection Lampの略、エプソン独自で開発した高
　　効率ランプ
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■ インクジェットプリンターの1日当たりの総消費電力量比較 （年度推移）

■ 液晶プロジェクターの100ルーメン当たりの稼動時消費電力 （年度推移）

ELP-700 ELP-715

ELP-735

EMP-745 EMP-1715　 EB-1735W　

100

80

40

20

0

　（W/100lm）

1994 1999 2000 2003 2004 2006 2008

EB-1735W　 EB-1735W　

（年度）2009

ELP-3000 超高開口ポリシリコン液晶パネル導入

E-TORLランプ導入



Epson Group Sustainability Report 2010

使い方でもエコ
エプソンは商品のライフサイクルにおける環境負荷を定

量化し、商品の改善に取り組んでいます。インクジェット

プリンター複合機においては、商品を構成する素材の製

印刷不要で用紙削減
写真などをスキャンしてメモリー
カードに保存、PCに転送

PC不要で省エネ
メモリーカードからダイレクト
プリント

用紙削減
用紙2枚が1枚の両面印刷※1

用紙削減
両面コピー、2UPコピー機能※2、
割付印刷機能を使って最大用紙
4枚が1枚の印刷

用紙無駄遣い削減
Webページを用紙の幅に
収まるようにプリント ※1 オプション仕様

※2 最大容量128MBまで対応可能な2ページ集約コピー

通常プリント Web-To-Page

造時およびお客様の使用時が全ライフサイクルにおいて

温暖化負荷低減の重要なステージです。

エコロジーもお客様にとっての価値の一つとして位置付

け、便利で環境負荷も低減できる機能を提供しています。
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■ インクジェットプリンター複合機 マルチフォトカラリオ EP-802Aのエコ機能
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商品の回収・リサイクル
循環型社会を築くためには、企業・行政・消費者の連携

のもと、使用済み商品の処理に対処していく必要があり

ます。エプソンでは世界各国・地域の法規制動向や消費者

ニーズを把握しながら、使用済み商品の回収・リサイクル

システムを構築しています。

日本での取り組み
エプソンは、「資源有効利用促進法」に基づき、使用

済みパソコンの回収・リサイクルを行っています。また、

1999年から法人向け使用済み情報機器の自主的な回収・

リサイクルを進めてきました。

2009年度の市場回収量は77.8トンで、そのうちマテ

リアルリサイクルは、60.0トンでした。 

資源有効活用と地球環境保全を目的とし、1995

年にトナーカートリッジ、1999年にインクカートリッ

ジの回収・リサイクルを開始し、再資源化を行ってい

ます。この取り組みをさらに促進するため、2010年、

日本において「使用済みカートリッジ引取回収サービ

ス」にご協力いただいたお客様へのポイント付与プロ

グラムを開始いたしました。このポイントはエプソン

のネットショップでの利用、または「日本自然保護協

会」、国際NGO「オイスカ」への寄付が選択できます。

使用済みカートリッジ引取回収サービス
へのポイント付与プログラム開始

仕分け作業の様子

使用済みインクカートリッジの集約・仕分けを、

障がい者雇用を目的とした特例子会社であるエプソ

ンミズベ（株）が担当しています。このプロジェクト

は、障がい者雇用の拡大

にもつながります。

リサイクルによる障がい者雇用拡大
（インクカートリッジ里帰りプロジェクト）

エプソンのインク・トナーカートリッジ回収サービス
http://www.epson.jp/recycle/
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回収・リサイクル
お客様が使い終わった商品も

責任をもって再資源化を進めます

いかす

■ 使用済みインク/トナーの回収・リサイクルシステム
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世界各国・地域での取り組み
商品の回収・リサイクルにかかわる法律は、世界各国・地

域で改正の動きが起こっており、エプソンはそうした動き

に適切に対応できるよう、グローバルで体制を整えていま

す。EUにおいて、WEEE指令（廃電気・電子機器リサイ

クル指令）により、2005年以降メーカーに対して電気・電

子機器の回収・リサイクルの仕組みづくりと費用負担が義

務付けられています。エプソンは、世界各国・地域の回収・

リサイクルの仕組みに対応しながら、提携リサイクル業者

への情報提供を行っています。

また、商品のみならず、消耗品の回収・リサイクルも現

在33の国と地域で取り組んでいます。

■ インク／トナーの5極地域ごとの回収量年度推移

Epson Canada Ltd. （ECL／カ ナ ダ）は お 客 様 に

National Cristina財団のリサイクルプログラムへの協力を呼

びかけています。このプログラムは、経済問題に直面してい

る、あるいは今日の技術の恩恵が受けられない人々を援助す

ることを目指し、中古コンピューターや周辺機器を障がい者が

訓練を受けているNPOや学校へ寄付するものです。これによ

り、環境保全（資源の有効利用・廃棄物削減）のみならず、障

がい者の自立にも貢献しています。 

外部財団と協同した海外における
リサイクルプログラム

ECLのリサイクルプログラム
http://www.epson.ca/cgi-bin/ceStore/Recycle/RecycleProgram.jsp

●  完成品本体のリサイクル実施地域
●  消耗品のリサイクル実施地域

●● 日本
●● 韓国

●● 香港

●● 中国

●● 欧州

●● 米国

●● カナダ

●● 台湾

●● シンガポール

● 南アフリカ

●● オーストラリア

■ リサイクルの推進体制

■ 完成品の5極地域ごとの回収量年度推移
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4,150

2005

4,668

4,260

2006 2007

1,510

2002 （年度）
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負担済み回収見込み量

● コロンビア

● チリ
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マテリアルフロー
エプソンの各事業活動において投入（INPUT）される物

質やエネルギーなどと、大気に放出（OUTPUT）される温

室効果ガスや廃棄物などの環境負荷をまとめたものです。

実測データや商品のLCAデータから投入素材物質を推

定・算出し、把握・分析しています。これらの結果は、商品

の性能改善や事業の環境効率向上など、環境負荷低減に

向けたさまざまな施策に活用しています。

排水 　　   990万m3

大気放出
CO2               75万t
SOx 　　  0.042万t
NOx　　   0.026万t

商品回収量
1.3万t

再使用・
再利用量 1.1万t
処分量    0.2万t

エネルギー
燃料 320万GJ

大気放出
CO2  17万t

廃棄物
再資源化量    3.0万t
埋立処分量  0.13万t

商品出荷量     13万t

開発・設計資材調達

製造

物流・販売 使用

回収・
リサイクル

エネルギー
電力 92万MWh

大気放出
CO2  39万t

INPUT

OUTPUT

INPUTOUTPUT

INPUT

OUTPUT

OUTPUT

原材料
金属　　　　 2.4万t
プラスチック 7.1万t
電子部品 　　0.5万t
紙　　　　　 2.7万t
その他　　　 2.4万t

水
上水        520万m3

工業用水  660万m3

地下水　  100万m3

エネルギー
電力　　 110万MWh
燃料　　  180万GJ

INPUT

化学物質 　　 11万t

水のリサイクル
310万ｍ3
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2009年度の実績
エプソンのマテリアルフローと

Action2010 環境総合施策の実績をまとめました
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■ Action2010 環境総合施策の2009年度実績
【評価】 目標達成率　A:90%以上、B:70%以上90%未満、C:50%以上70%未満、D:50%未満

「Action2010 環境総合施策」の2009年度実績
「Action2010 環境総合施策」は、2006年度から2010年度までのエプソンの環境活動の施策を定めたものであり、エ

プソンの中期経営計画の一つとして位置付けて推進してきました。主要な項目の2009年度の実績は以下のとおりです。

活動領域 重点施策と指標 2009年度目標 2009年度実績 評価

地球温暖化防止
生産

連結実質売上高原単位 CO2排出量50%削減 （1990年度比） CO2排出量51.2%削減（1990年度比）
A（国内エネルギー起因）

実質売上高原単位 CO2排出量35%削減 （1990年度比） CO2排出量44.8%削減 （1990年度比）

物流 売上高原単位 CO2排出量1%削減 （2008年比）【国内】 CO2排出量4%削減 （2008年度比）【国内】 A

資源循環・省資源

開発

商品の小型・軽量化 事業ごと特定製品別目標 100%達成 A

リサイクル可能率･
リカバリー可能率

リサイクル可能率 :75wt% 適合率：88.9% B

リカバリー可能率 :85wt% 適合率：97.8% A

生産 省資源活動 資源効率 :25%向上（2004年度比） 6.7%低下（2004年度比） D

販売 リサイクル率 リサイクル率 :65%以上（日本） 77.2%（日本） A

化学物質管理 生産
サイト使用量削減 コスト低減を伴う使用量削減 推進体ごとに個別目標を推進 A

サイト排出量削減 2005年度排出レベルの維持 2005年比PRTR53.5%減、
VOC38%減 A

「Action2010 環境総合施策」の活動総括
2010年度から、全社長期ビジョン「SE15」に基づき定めた「SE15中期環境活動方針」のもと、各事業戦略のなかで施策

を推進していきます。これに伴い、「Action2010」は、2009年度で終結しました。過去4年間の活動を総括します。

活動領域 総括

地球温暖化防止

● 生産におけるCO2排出量の連結実質売上高原単位目標（1990年度比50%減）および（国内エネルギー起因）実質売上高　　  

  原単位目標（1990年度比35%減）は、海外拠点の新棟建設時の省エネ対策や地道な活動の推進などにより、ともに期間　　 

  内（2006～ 2009年度）のいずれの年度でも達成しました。
● 国内の物流におけるCO2排出量の売上高原単位目標（前年度比1%減）は、期間内のいずれの年度でも達成しました。総　　 

  排出量は、物流データを取り始めた2006年度に比べて3.7万トン（18%）削減しました。

資源循環・省資源

● 廃棄物総排出量は、2005年度に比べて1.3万トン（28%）削減しました。「レベル1」（再資源化活動）は全製造拠点を、
  「レベル2」（省資源化活動）は8社13拠点を認定しました。
● FSC認証紙の採用、循環型ビジネスモデルの検討、製品の小型・軽量化などを推進しました。
● インクカートリッジを使用せず、本体が再利用可能なインクジェットプリンター「EC-01」を中国、台湾、欧州（2008年）およ
  び国内（2010年）で発売しました。

化学物質管理

● RoHS指令対応：2006年から、RoHS指令に適合する部品の調達・管理・含有化学物質調査を進めてきました。
● REACH規則対応：2008年発効後、SVHC含有情報の伝達および調剤（トナー・インク・リボン）の予備登録を実施しました。
● サイト化学物質：国内のVOC、海外のPRTR・VOCの排出量を把握し、2005年度排出レベルから大幅に削減しています。

■ Action2010 環境総合施策の活動総括

重点施策と指標 2009年度目標 2009年度実績 評価

環境経営基盤

開発 環境特許 量から質への転換 - -

販売 環境ラベル取得 事業連結取得計画 100%達成 A

社会との
連携 環境社会貢献 継続実施

●「神宮寺100年の森」整備継続
● Kids’ISO参加人数： 328人
● 年間40事業所の省エネ診断実施

A
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エプソンの人づくり

私たちは、基本的人権を尊重し、差別のない、明るく、

安全･健康で公正な職場をつくります

57

個性を尊重し、総合力を発揮して／社員とエプソン

■ 人事施策とあるべき社員の姿

人材開発の基本的な考え方
エプソンは、社員一人ひとりが「人財＝企業が社会から

借りている資産」と考え、「経営理念」を実現する原動力と

なるよう自律と成長を促すとともに、「個」を最大限に活か

す組織づくりを進めています。また「ものづくり企業」とし

て「人づくり」に基本を置いています。

2004年度に制定した「人財ビジョン」において、「すべ

ての仕事において高い顧客満足を提供し顧客から誰より

も信頼されるビジネスプロフェッショナル」を目指すことを

明文化しています。また、社員として守るべきことは「企

業行動原則」とそれに基づく「エプソン社員行動規範」に

よって示されており、階層別研修や職場での取り組みを通

じて、浸透と啓発に力を入れています。

2010年度は事業計画を遂行するための最適フォーメー

ションが実現できる組織編制･要員配置、明確な職務役

割を果たすことができる人事制度、人材育成の仕組みづ

くりを推進していきます。

そして社員がお互いに信頼関係を築き、本音で話し合い、

協力し合う風土を発展させ、働きがい･一体感･楽しさを

感じ、自ら変化成長できる職場づくりを目指していきます。

人材開発･教育
エプソンは、企業の目的と個人の目的の統合を前提と

して、自己実現の夢を持った社員を支援し、エプソング

ループを人で結び、支え、育てることを謳った｢人材開発

方針｣を1996年に制定し、人材開発･教育を実施してい

ます。2010年度は特に｢チームの力を最大化し、高い目

標の実現に向けて全員一丸となってやり遂げる｣ため、全

社員の成長を支援していきます。

エプソンスキルピラミッド

エプソン社員に求められる知識･スキルを「全社員共通

基礎スキル」「職種･事業別専門スキル」「マネジメントス

キル」に分類し、社員の資格･階層･職能に応じた教育･

研修を実施しています。また｢自らのキャリアは自ら切り拓

く｣という考えを持った自律型社員を育成するために｢キャ

顧客価値の創造

ビジネスプロフェッショナル

個々人の能力

価値あるリーダー

管理職の能力

人財ビジョン・信頼経営

処遇制度 人材育成

人材活用

育成・
研修体系評価・処遇

配置・任用

人が育ち、個人の創造と
挑戦（いきいきと働いてい
る）が常に行われている

組織としての成果が最大
限引き出され高い成果が
継続的に創出されている

エプソンの考える「ビジ
ネスプロフェッショナル」
とは…常にお客様の視
点に立ち、新たな課題を
掘り起こして積極的に
解決しようとする人財。
お客様に満足いただけ
る商品・サービスを生み
出すための「業務プロセ
スの最適化」と「業務の
質の向上」ができること
が重要

エプソンの考える「価値
あるリーダー」とは…誰
からも信頼され、誠実さ
と何者にも屈しない気概
で率先して行動し、やり
遂げる姿勢を持ったリー
ダーのこと。具体的な行
動は、2000年に制定し
たグループ行動指針「価
値あるリーダーの行動」
で規定
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リア開発ガイド｣を用意し、自ら伸びようとする社員の成長

を支援しています。

全社員共通基礎知識･スキル教育

企業力をさらに向上させるために、全社員に共通に求

められる基礎知識･スキル24項目を選定しそれらを身に

付けるための教育･研修を実施しています。できるだけ多

くの社員に学習の機会を提供できるよう、集合教育だけ

でなく、eラーニングや通信教育などを活用し教育の場を

提供しています。

職種転換教育 （専門教育）

2009年度から展開している大規模な要員構造改革をや

り遂げるために、職種転換に必要となる職種別専門基礎

知識の教育（メカ系、ソフト系、エレキ系など）、事業別専

門教育をさらに充実させ、配置転換者だけでなく新入社

員が安心して配属先で実力を発揮できるようにサポート体

制を構築しています。

能力 内容 知識スキル

全
社
共
通
基
礎
知
識・ス
キ
ル

コア能力 エプソンバリュー 経営理念、S&A など

対社会能力 社会への貢献
遵法

企業行動原則、社員行動規範、就業規則
ブランド など

対課題能力 業務遂行能力 問題発見 ・ 解決、論理的思考力、ITスキル 
など

対人能力 コミュニケーショ
ン協働、巻き込み

マナー、プレゼンテーション、チームワーク
語学力 など

対自己能力 キャリアデザイン
ストレス対処

自己管理、他者理解、キャリアデザイン
など

専門スキル 職種・事業別専門性
管理、知財、情報、生産管理、営業マー
ケティング、研究・開発、設計、商品企画、
技術 ・ 品質、製造

マネジメント
スキル

マネジメント
リーダーシップ 組織管理、部下育成 など

■ エプソンスキルピラミッド

マネジメント教育

チーム力を最大化し、高い目標を実現して行くためには、

ミドル層のマネジメント力が鍵であると受け止め、主に管

理職層を対象に国内外ともにマネジメント力向上のための

教育を展開しています。

国内では、実践力を身に付けるための5日間の新任管

理職研修をはじめ、管理職基礎知識研修、モチベーショ

ン研修などを展開し、管理職がチームの力を最大限に引

き出し、組織力を発揮できるような風土づくりを支援して

います。

また、チームを牽引する管理職層の能力強化のため、

管理職に求められる知識･スキルを｢課長ハンドブック｣に

まとめ、新任管理職にマネジメントスキルの習得を促して

います。

海外では、2007年より海外製造現地法人の課長･リー

ダー層を対象としたマネジメント力強化プログラムを進め

ており、職場ビジョン･方針管理･問題解決･職場の日常

管理などマネジメントとしての基礎的知識やスキルの付与

はもちろんのこと、実践フォロー（OJT支援）も行いなが

ら、マネジメントレベル向上を目指しています。

また人材育成･教育のマネジメントサイクルが継続的に

自律自走できるように、海外製造現地法人ごとの人材育

成推進機能の組織整備･見直しを図ってきています。今

後はさらにファシリテーター（実践指導講師）の育成にも力

を入れ、人材育成のスピードアップと確実性の向上に努め

ていきます。

■ 教育・研修体系

■ 2009年度階層別研修受講実績 （国内）

研修名 対象者 受講者数 受講率

新入社員入社時集合教育 新入社員 250人 100.0%

C等級研修 新規C等級格付者 343人 98.8%

主任研修 新任主任 299人 97.4%

新任課長研修 新任課長   59人 78.7%

中国・深センでのマネジメント研修の様子
「インタラクティブな講義」

中国・深センでのマネジメント研修の様子
「グループディスカッション」
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■ 2009年度に実施した主なeラーニング （国内）

新入社員教育
エプソンにおける新入社員研修は、人事研修とものづ

くり研修を通じて、大切な価値観（経営理念、エプソンバ

リュー、ものづくりの心など）習得と、新社会人としての

意識改革･行動改革に重点を置いています。

理念教育（経営、品質、環境）、「エプソン社員行動規

範」に基づく教育、ビジネス実務基礎、ものづくり実践体

験（プリンター ･時計の分解組立、ヤスリがけ･ノコ刃切

断、生産管理など）の実施と合わせ、仲間意識の強化の

ための諏訪湖一周ウォークなどを実施します。

職場風土改革
エプソンは、お客様価値を最大化し「お客様にとってな

くてはならない会社」であり続けることが、会社を豊かに

し、社員の豊かさや充実感につながると考えています。

お客様価値創造のために、社員一人ひとりが、チーム

で働くことを意識し、自分の役割を理解して個性を発揮す

ることで、チームとしての総合力が最大化します。

2009年度は全社を挙げて「働きかたの変革」をキーワー

ドにさまざまな取り組みを実施してきました。まず、事

業構造改革･全社最適での要員構造改革を通じて、事業

･組織の枠組みを変え、適材適所の人材再配置を行いま

した。また、個人優先でなく、チームの力を最大化する

ために、裁量労働制の中断、毎日の朝会実施などを通じ、

チームで働くことの意義をあらゆる階層で話し合い、関係

性を高めることに取り組みました。エプソンが目指す働き

方の実現･定着のために、継続的な取り組みを行います。

障がい者雇用
エプソンは、さまざまな障がいを持つ社員の雇用や配

属を円滑に行うため、本社･事業所での採用のほか、特

例子会社のエプソンミズベ（株）、（有）エプソンスワンの

設立、国外では、Suzhou Epson Co., Ltd（SZE／中

国）に、障がい者雇用を目的とする部門を設立しました。

また、障がいを持つ社員のために、健常者と同じ条件で

社内研修や昇格面接を受けられるように手話通訳を用意

するなどの取り組みを行っています。
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（年度）20082006 2007 20092005

2.01 1.99 1.94 1.95

法定雇用率 1.8%

2.28

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

（%）

OSHMS（JISHA）

合計76人

合計76人

合計
223人

知的障がい者
29人（38%）

精神障がい者
1人（1%）

言語障害 1人

腎臓障害 8人

規格
中央労働災害防止協会に
よる労働安全衛生マネジ
メントシステム

身体障がい者
46人（61%）

身体障がい
189人（85%）

下肢障害 28人

肢体障がい90人

聴覚障がい 35人視覚障がい 13人

腎臓障がい 
15人

心臓障がい 
27人

聴覚障害  9人

知的障がい者
29人（38%）

知的障がい
31人（14 %）

その他
3人（1%）

合計226人

身体障がい
173人（78%）

肢体障がい 85人

聴覚障がい 36人

視覚障がい 13人

腎臓障がい 
15人

心臓障がい 
24人

知的障がい
29人（13 %）

その他
21人（9%）

その他
1人（1%）

言語障害 1人

腎臓障害 8人

肢体障がい90人肢体障がい90人肢体障がい90人
肢体障がい90人

その他身体障がい 
9人

■ 国内グループの障がい者構成　■ 国内グループの障がい者雇用率推移

社員男女比率

女性 18%

男性 82%

管理職比率※1

管理職 14%

一般職 86%

管理職の男女比率

女性 1%

男性 99%

社員構成データは、セイコーエプソン（株）2010年3月末時点
※1 管理職は課長以上（国内出向課長以上を含む）を比率対象

ノコ刃切断の様子

■ 社員構成　
■ 新入社員育成スケジュール

研修名 公開日 受講者数※1

情報セキュリティ基本編※2 2009年  3月 22,832人

新型インフルエンザ感染防御方法 2009年  4月 19,031人

ソフトウェアライセンス基礎教育※2 2009年  6月 19,406人

CSR基礎2009※2 2009年  7月 15,492人

J-SOX教育※2 2009年11月 18,322人

環境基礎教育Ⅱ※2 2009年12月 15,874人

お客様を大切にするエプソン※2 2010年  3月   8,506人

※1 公開日より2010年3月末までの受講者人数
※2 コンプライアンス教育　

10月 4月 5月～ 3月

内
定
者
研
修

自
己
啓
発

入
社
式・手
続
き

入社時研修
･集合研修
･ものづくり研修
･諏訪湖一周ウォーク

事
業
部・職
場
配
属

事
業
部
受
入
研
修

育成計画に基づく
職場OJT、
専門研修、製造実習、
販売実習 など

   7/1本採用

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修

時計の分解組立の様子

（2009年6月末時点）
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労使創造
エプソンは労使の関係を「労使創造」と位置付け、働き

方や次世代支援、福利厚生、賃金など、さまざまな課題

について「労使委員会」を設置し、労使双方で課題の解決

を目指しています。当社はユニオンショップ制を採用して

います。

労働時間管理
エプソンは、長時間労働を防止するため、時間外労働

に対する運用マニュアルを作成し運用徹底を図るなどの

遵法対応に加え、在社時間管理の全社展開や重点管理者

のフォロー、労働時間適正化のための啓発活動など、労

働時間の適正化に向けて、さまざまな取り組みを行って

います。

差別や不当労働、不正の撤廃
エプソンは、あらゆる差別や不当労働を全世界で排除･

撤廃しています。2004年に国連グローバル･コンパクトに

署名し、その姿勢を明確にしました。さらに2005年に制

定した「人権と労働に関する方針」では、人権の尊重、ハ

ラスメント排除、あらゆる差別の排除、地域の文化･慣習

の尊重、児童労働や強制労働の禁止、良好な労使関係の

維持などを明文化し、グループ内に公開･徹底しています。

2009年度にハラスメント相談窓口に寄せられた相談件

数は26件で、個人情報の保護を厳守し、対応しています。

また、信頼経営推進会議での定例報告や社内広報掲載に

よる注意喚起などにより、不正の未然予防･再発防止に

努めています。

男女雇用機会均等の取り組み
エプソンは、男女の雇用機会均等施策にも早くから取

り組んでいます。1983年には男女の賃金格差を完全に

廃止し、出産･育児休職後の復職率は制度導入以来95%

（2009年度は100%）となっています。また、女性の勤

続年数は21.7年と男性の勤続年数18.0年を上回ってい

ます。

ワークライフバランス促進の取り組み
エプソンは、次世代育成の観点も含め、社員が安心し

て働き続けられるよう、仕事と生活の両立ができる環境づ

くりを推進しています。

健やか休暇の半日単位での取得目的を拡大し、育児の

ために利用できるようにしました。2009年度、育児目的

で半日単位の健やか休暇を利用した人は225人、延べ

910回の利用がありました。週1回以上の定時退社日の

徹底、子供参観日を開催する事業所の増加など、制度の

定着も進んでいます。

その結果、長野労働局より、次世代支援対策に取り組

む企業として、次世代育成支援対策推進法に基づく「基準

適合一般事業主」に2期連続で認定されました。

また2009年には次世代育成支援対策推進法に基づく

「第三期一般事業主行動計画」を策定し、2012年3月

末までに、「在宅勤務などの多様な働き方の調査･研究」

「週2回の定時退社日の推進」「休職前のスキルをダウン

せず復帰につなげるための施策検討」

などを実施していく予定です。今後も

仕事と生活の調和を推進するための

施策を展開していきます。
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分野 制度の内容

育児 育児休暇、育児短時間勤務、在宅ケアサービス

介護 介護休暇、介護短時間勤務

老後 退職金（確定拠出年金制度、確定給付企業年金制度（年金基金））、
財形年金貯蓄奨励金 など

健康 私傷病休職、企業内理療（マッサージ）、健やか休暇、傷病手当付加金、
出産育児手当付加金、人間ドック補助、脳ドック補助 など

教育 国家試験合格助成、業務上の通信教育受講、自主研修会助成 など

住宅 社宅・独身アパート貸与、住宅財形貯蓄、住宅財形融資 など

通勤 通勤費（定期券、ガソリン代、高速道路、有料道路 など）

保険 団体生命保険、企業団体扱い保険

その他 社員食堂、職場活性化補助金 など

■ 主な福利厚生制度

■ 育児休職取得者の推移

年度
育児休職取得者数 介護休職

取得者数全体 女性 女性の取得率※1 男性

2009  74 ※2 53 100%   21 （20）※3 0

2008  73 ※2 62 98%  11 （10）※3 4

2007  77 ※2 70 100%  7 （6）※3 3

2006  59 57 97%  2 2

（人）

※1 育児休職取得者数／制度対象者数
　   制度対象者；本人に子供が生まれ、育児休職が取得可能になった者
※2 2007年以降は健やか休暇を含めた人数
※3 （　）内は健やか休暇取得者数
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労働安全衛生

企業活動の基盤として、労働安全衛生活動に

取り組んでいます

61

個性を尊重し、総合力を発揮して／社員とエプソン

■ NESPの位置付け

■ 労働災害度数率推移 （国内）

ILO-OSH 2001

NESP

OSHMS（JISHA）

安全活動
実践

規格

指針

中央労働災害防止協会に
よる労働安全衛生マネジ
メントシステム

OSHMS
Occupat ional Safety 
and Health Management 
System（労働安全衛生マ
ネジメントシステム）

海外現地法人国内事業所・関係会社

国際労働機関（ILO）が2001年に定めた、労働安全衛生マ
ネジメントシステムに関するガイドライン

セイコーエプソン（株）
電気機械器具製造業平均
製造業平均

労働災害度数率とは100万延べ労働時間あたりの労働災害による休業1日以上の死傷者数をもって表したもの

労働災害度数率 1,000,000
延べ労働時間
休業災害死傷者数

2008 年度20092007200620052004

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0

海外の事故･労働災害撲滅への取り組み
海外の全製造拠点においてもNESP活動を積極的に展

開し、事故･労働災害撲滅に取り組んでいます。各事業

所は、定期的な安全衛生パトロールを管理者と一般社員

が一体となって実施し、点検から改善までの活動を継続し

ています｡ また、OSHMSに対する第三者機関による審

査や認証を積極的に受けています。

安全衛生の理念 

エプソンは、世界のすべての社員が安心して働ける安

全衛生環境の維持向上と、社員一人ひとりが健康でいき

いきしていることが、企業体質の根幹を成すものと考え、

「安全･安心･健康は会社の命」の社長宣言のもと、全世

界で労働安全衛生活動を推進しています。

エプソンは、2000年度より独自の労働安全衛生マネジ

メントシステム「NESP（New EPSON Safety & Health 

Program）」を構築し、グループ全体で推進しています。

このNESP活動は、国際労働機関（ILO）のガイドライン

に準拠したOSHMS（労働安全衛生マネジメントシステム）

を基準に、「安全」「衛生」「防火･防災」を3本柱とした活

動で、ワールドワイドに展開しています。

第三者機関による監査 （インドネシア）

OSHMS認証 （インドネシア）

安全衛生パトロール管理者メンバー （米国）

OSHMS認証 （中国）
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■ 第三者機関による国内生産拠点の認証取得状況

■ 第三者機関による海外生産拠点の認証取得状況

防火･防災の取り組み     

未然に防げる事故は発生させてはならないという社会

的責任、また地域から信頼される企業であり続けるため

に、「自分たちの会社は自分たちで守る！」をスローガンに、

自衛消防団を組織しています。毎年8月31日を「エプソ

ンの防災の日」と定め、地域の消防署とも連携しながら、

グループ全体で防火･防災訓練を実施しています。

心と体の健康づくりの取り組み
エプソンは、「自分の健康は自分でつくり、守る」を基本

とし、労使･健保組合三位一体の心身両面の総合健康づ

くりを推進して、社員がやりがいと生きがいを感じ、能力

が十分発揮できるように社員の自律的健康管理を支援し

ています。

この考え方に基づいた取り組みをより強化するため、健

康管理部門では、2009年4月に国内グループ会社産業

医の統括、支援を目的に統括産業医を設けるとともに、

看護職体制の整備を図るため看護職師長を設け、新た

な産業保健組織体制を整えました。また、救急救命訓練

をはじめとした各種専門教育を実施し、「社員に信頼され、

安心できる健康管理室づくり」を進めています。

新型インフルエンザ発生に対しては、会社の危機管理

委員会において、専門的立場から会社方針を策定し、来

社されるお客様や社員の感染防止に努めています。

社員のメンタルヘルスマネジメントについては、2006

年に定めた「メンタルヘルス方針」に基づく活動の発展を

図るべく、当社の総括産業医を最高責任者としてプロジェ

クトを立ち上げ、「予防･再燃再発防止」をポイントにメン

タルヘルス新3カ年計画を策定中であり、メンタル不調

者の削減に努めています。また、休職者がスムーズに職

場復帰が図れるよう、復職プログラムを用意しています。

グループ防災訓練 （本社事業所）

10年以上の歴史をもつ「ヘルスアップニュース」
年4回発行し、社員の健康管理の啓発に役立てています。

海外生産拠点数 OSHMS認証取得数

欧州 1 1（英国）

アジア 19 5（中国2、インドネシア2、シンガポール１）

北米 4 0

南米 1 0

国内生産拠点数 JISHA方式OSHMS認証取得数

北海道 /東北圏 4 4

信州圏 10 10

関東圏 1 1

西日本圏 2 2

＊ 地図上の白抜き数字は、認証取得数

＊ 地図上の白抜き数字は、認証取得数

（箇所）

（箇所）



コーポレート・ガバナンスに関する
基本的な考え方
業務執行に関する事項

当社は取締役会を毎月1回および必要に応じて随時開

催しています。取締役会では、経営の基本方針、重要な

業務執行、決算、適時開示に関する事項について意思決

定を行っています。

また、意思決定までに十分な審議をつくす場として、

全取締役が出席する各種経営会議体を設置しています。

なお、当社は社外取締役制度を導入しておりませんが、

これら各種経営会議体に監査役が出席することで、意思

決定の透明性の確保に努めています。

監査・監督に関する事項

監査役は5名体制としており、このうち社外監査役につ

いては、監査業務の独立性・透明性を高めるために3名体

制とし、また監査業務を支える体制として専門部署の設置

と専門スタッフを配置しています。

監査役による監査の実効性を高める施策として、経営

戦略会議や経営会議などの執行サイドの重要会議への出

席、稟議書などの重要決裁書類の定期的な閲覧、内部監

査部門および会計監査人との定期的な協議、代表取締役

との定期的な会合による業務執行の状況の把握などを実

施しています。

指名、報酬決定などに関する事項

報酬の決定にあたっては、「報酬審議会」で支給金額の

決定方針などを検討したうえで、取締役会へ上程していま

す。報酬の水準設定にあたって外部専門会社の調査デー

タを活用するなど客観性を確保するよう努めています。ま

た、取締役候補者の選任については、「取締役選考審議

会」であらかじめ取締役会で定められた選考基準に基づく

選考を行い、取締役会に上程しています。

当社は社外取締役制度を導入しておりませんが、い

ずれの審議会にも監査役がオブザーバー参加することで、

審議過程の透明性を確保するよう努めています。
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ステークホルダーの皆様に対する

経営の高い透明性と健全性を確保し、

信頼経営を実践するために体制を整えています
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内部統制の基本方針
当社は、「経営理念」を経営上の最上位概念として捉え、

これを実現するために「企業行動原則」を定め、子会社を

含むグループ全体で共有するよう努めています。業務の

適正を確保するための体制（以下「内部統制」という。）の

整備は、この「企業行動原則」に基づいて各主管部門が整

備活動を推進する一方、全体的な整備状況を全取締役お

よび監査役が参加する信頼経営推進会議が把握すること

で、グループ全体の内部統制の整備レベルが着実に向上

するよう努めています。

具体的な状況は次のとおりです。

業務執行体制

1. 職務権限規程および業務分掌規程ならびに関係会社管

理規程を制定し、 グループ全体の権限配分を網羅的に

定め、 適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を

構築しています。

2. 企業集団の業務の適正性確保の点では、関係会社管

理規程において親会社の事前承認または報告を義務付

けているとともに、一定基準を満たすものについては、 

親会社の取締役会付議事項とすることで、グループと

して統制のとれた業務執行が行える体制としています。

また、子会社の業務執行体制の整備に関する責任は各

事業部門の責任者が負うこととし、横断的なテーマな

どについて本社の各主管部門が支援を行う体制として

います。

3. 執行に携わる者は、 取締役会に対して、3カ月に1回以

上、以下に定める事項について報告を行うものとして

います。

 （1） 業績の状況および今後の業績見通しに関する事項

 （2） リスク管理の対応状況

 （3） 重要な業務執行の状況

職務の執行に関する情報の保存および管理

1. 職務の執行に関する情報の保存および管理については、

文書管理規程、稟議規程、契約書管理規程、 その他

関連規程に従って行っており、取締役および監査役は

これらの文書などを常時閲覧しています。

2. 情報セキュリティー基本規程に基づきグループ会社も

含めた社内情報について機密度に応じて適切に管理す

ることで、情報漏洩の防止に努めています。

 

遵法経営

1. 「経営理念」の実践原則として「企業行動原則」を定め、

その基本骨格である遵法経営の基本事項を定める遵法

経営基本規程を制定し、組織体制などを定めています。

2. 遵法経営の総括責任者を社長とし、各事業部門の責任

者が管理する子会社を含めて遵法経営を推進し、横断

的なテーマについては本社各主管部門が各事業部門と

協働して推進する体制としています。

3. 社内相談・通報窓口「遵法ヘルプライン」、その他の各

種相談窓口を設置し、遵法経営に反する行為を発見し

たときに通報することとしています。

4. 社員向けeラーニングなどの各種社内教育を子会社従

業員を含めて実施するよう努めています。

5. 社長の下に遵法経営に関する事項を審議する会議体と

して信頼経営推進会議を設置しています。信頼経営推

進会議では、法令・社内規程・企業倫理の遵守状況、重

点領域の取り組み状況など、遵法経営全般の進捗管理

を行っています。なお、同会議体には監査役も出席し

ており、遵法活動の内容について監査役も確認できる

体制となっています。

6. 社長は、定期的に取締役会に遵法経営に関する事項を

報告するとともに、必要に応じ対策を講じます。

7. 「反社会的勢力」とは一切かかわらない旨を「企業行動

原則」に定めています。

■ 各種相談窓口

• 遵法ヘルプライン（監査室）

• 長時間労働に関わる相談窓口（人事部） 

• ハラスメントに関する相談窓口（人事部）

• キャリア相談室（人事部）

• 従業員相談室（総務部）

• 労働組合相談窓口（労働組合）

Epson Group Sustainability Report 2010 64



リスクマネジメント

1. リスク管理体制を定めるリスク管理基本規程を制定し、 

組織体制、 リスク管理の方法などの基本事項を定めて

います。

2. リスク管理の総括責任者を社長とし、各事業部門の責

任者が管理する子会社を含めてリスク管理を推進して

います。

3. 社長の下にリスク管理に関する事項を審議する会議体

として信頼経営推進会議を設置しています。信頼経営

推進会議では、全社重要リスクの抽出・特定およびその

制御活動の状況の管理などを行っています。また、重

要リスク発現時には、所定の危機管理プログラムに従

い社長の指揮下で全社的に速やかな初動対応をとる体

制としています。

4. 社長は、定期的に取締役会にリスク管理に関する事項

を報告するとともに、必要に応じ対策を講じます。

監査体制

1. 監査役は監査役監査規程に基づき、職務の遂行上必要

と判断したときは、 取締役および社員からヒアリングな

どを実施することができます。

2. 監査役が経営戦略会議、経営会議などの執行サイドの

重要会議に出席できることとしており、取締役と同レベ

ルの情報に基づいた監査が実施できる環境となってい

ます。また、監査役に対し重要決裁書類を定期的に回

付することとしています。

3. 監査業務を補助するため監査役室を設置し、専属の社

員を配置しており、当該社員の人事異動・人事評価な

どは、監査役会の意見を尊重することとしています。

4. 監査役と内部監査部門および会計監査人との協議を定

期的に行うことで、監査の実効性を高めるよう努めて

います。

5. 監査役と代表取締役の定期的な会合をもつことで、監

査役自らが業務執行の状況を直接把握できる体制と

なっています。

エプソンのセキュリティー
エプソンは「企業行動原則」の下、情報セキュリティー

についての基本姿勢と遵守すべき内容を「情報セキュリ

ティー基本方針」として定め、グループを構成する一人ひ

とりが情報セキュリティーの重要性を認識し、実践できる

ガバナンスと企業風土を造り上げ、ステークホルダーの皆

様から信頼される企業としてあり続けます。

情報セキュリティーガバナンス・
マネジメント推進活動
第一次情報セキュリティー基本計画3年次の2009年度

も、情報セキュリティーに関する体制整備と教育を継続し

て行いました。情報セキュリティーの達成状況を評価する

自己点検を15事業体、内部監査を4事業体で実施しました。

また情報セキュリティー推進責任者会議を3回開催し、

活動の水平展開と進捗管理を行ったほか、毎年7月を情

報セキュリティー強化月間とし、「情報は、誰かが守ってく

れるものではなく、自ら守るもの」をスローガンに、CISO

（情報セキュリティー統括責任者）からのメッセージ発信、

「情報セキュリティー &個人情報保護ガイドライン」の読

み合わせなどの社員への啓発活動を行いました。さらに、

情報セキュリティー管理策の実施状況を調査するため当社

全社員向けアンケートを実施し、徹底できていない点は、

以降の施策に生かしています。強化月間に社内外の事例

（事件・事故や参考になる良い取り組み）を紹介した「情報

セキュリティーニュース」は、強化月間の後も継続して毎

月発行しています。教育面では、部課長教育、一般者教

育を引き続き実施し、eラーニングでは、対象者全員約

23,000人が受講しています。
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ITシステムセキュリティーの取り組み

ITシステムセキュリティーの分野では、外出先での盗

難・紛失による情報漏洩を防ぐため、国内グループ会社を

対象に、PCの持ち出しを禁止するのではなく、業務の効

率性を考慮し、ハードディスクの暗号化を持ち出しPCの

機能要件に追加し2009年5月から実施しています。さら

に、USBメモリーによるウイルス感染を抑える仕組みを

PCに導入しました。また、ソフトウェアライセンスの使

用方法・管理方法・管理意識をグループ全体で統一し、管

理をより強化しました。ISMS認証（情報セキュリティマネ

ジメントシステム認証）を取得済みのデータセンター、ビ

ジネスシステム事業部および（株）トヨコムシステムズでは、

引き続き運用（更新）をしています。また、情報セキュリ

ティーに配慮した商品の開発に取り組み、情報セキュリ

ティーの国際基準であるISO/IEC 15408（Common 

Criteria）認証の取得を推進しています。

個人情報保護の取り組み

個人情報の保護については、社内6部門、関係会社2

事業体の内部監査を実施し、委託先1社に対しても立入

検査を実施しました。なお、プライバシーマーク認証を取

得済みの国内の販売会社（エプソン販売（株）など4社）に

おいて、引き続き運用（更新）をしています。

物理セキュリティーの取り組み

人と企業資産を守るために、エプソンはさまざまな物理

セキュリティーの取り組みを推進しています。

物理セキュリティーの強化にあたっては、エプソンの

敷地内において防犯・防災・安全衛生の観点ですべての人

を守ること、企業資産の持ち出しや不審物品の持ち込み、

不審者・不審車両の入構を阻止するために警備を徹底す

ること、敷地内や施設内の各部屋への立ち入りを管理し、

入退の履歴を一括管理できるようにすることを基本の施策

とし、事業所や拠点ごとの状況に応じて取り組みを推進し

ています。

2009年度は、以下のとおり、セキュリティーを強化し

ました。

各事業体は、自己点検と内部監査で情報セキュリティー達成

状況を評価します。さらに、エプソンの統制が有効に機能して

いるか、全事業体の情報セキュリティーのマネジメントシステム

の確立状況を総合的に確認します。確認の要となる人を養成す

べく監査技術の習得を目的とした講習を継続的に実施し、当社

独自の教育に加え日本セキュリティ監査協会認定の情報セキュリ

ティ監査資格研修を修了した

認定者は国内関係会社を合

わせて50人になりました。

内部監査人が50人となる

内部監査人教育の様子

新しい IDカードを全社に導入しました。

新入社員のうちから物理セキュリティーの重要性を理解し

てもらえるよう、新入社員向けの教材を作成し、新入社員

研修を実施しました。

当社本社事業所、島内事業所梓橋工場、エプソンイメー

ジングデバイス（株）豊科事業所、エプソンミズベ（株）湖畔

工場の4事業所で物理セキュリティーリスクアセスメントを

実施し、問題となる箇所の改善計画を立てました。

人物特定 IDカードを繰り返して使う仕組みを構築し、従来、

人物非特定でカードを発行していた短期間構内入場者に対

しても、人物特定 IDカードを発行できるようになりました。

知的財産の保護

エプソンは「信頼経営」の考え方に基づき、第三者の権

利を十分に尊重しながら事業運営を進めています。その

一方で、エプソンの正当な権利を保護するという立場から、

エプソンの所有している特許権および商標権などを無断

で使用しているものについて、法律に基づき対応してい

ます。
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CSR調達に関する基本的な考え方
ビジネスパートナーとの信頼構築

エプソンは、公平公正・共存共栄を基本に、世界各国・

地域のビジネスパートナーと相互信頼関係を築き、とも

に発展していくことを目指した調達活動を展開しています。

お客様をはじめとするさまざまなステークホルダーの皆様

がみる「エプソン」とは、当社の関連会社にとどまらず、エ

プソン商品にかかわるサプライチェーン全体を指していま

す。このため、調達先とともにCSRを推進していくこと

が重要であると認識しています。

このパートナーシップがあって初めて、エプソンは国際

社会・地域社会のなかで、共感に裏付けられた「調和ある

発展」が可能になると考えています。

調達基本方針と調達ガイドライン

世界各国・地域のビジネスパートナーにエプソンの基本

理念を理解いただくため「調達基本方針」に基づき、児童

労働、強制労働の禁止、人権の尊重など法令や社会規

範・企業倫理、環境保全、安全衛生などの要件を盛り込ん

だ「調達ガイドライン」に則った調達活動を展開しています。

近年、企業活動のグローバル化に伴いサプライチェー

ン全体でのCSR推進が重要視されています。2008年

度に「調達ガイドライン」を改訂し、「エプソンサプライ

ヤー行動規範（CSR行動規範）」をガイドラインに組み込

み、調達先に説明し理解を促し、遵守要請を行ってきまし

た。また、要請事項に対しての実施度合いを確認・評価さ

せていただきました。2009年度までに約330社の調達

先に自己診断をお願いし、そのうち約130社の調達先へ

の立入検査を行い、不備事項の改善要請を実施しました。

CSR調達

公平公正・共存共栄を基本に、

調達先とともに継続的な発展を目指します

世界の人々に信頼され／調達先とエプソン

エプソン社員行動規範

経 営 理 念

エプソングループ
調達管理規程

本部・事業部基準類

調達先

調達基本方針
1.調達先とは「公平公正･共存共栄」を基本にし、
相互信頼にもとづく｢良きパートナー｣の関係をつ
くる。

2.事業を展開する全ての地域において高い倫理観
と社会的良識をもって各国の法令や国際ルール
およびその精神を遵守した調達活動を推進する。

3.グリーン調達の推進に注力するとともに、品質、価
格、納期の安定と適正化をはかるよう常に努める。

調達活動に関する行動規範

評価基準

エプソン
サプライヤー
行動規範

調達
ガイドライン

調達に関する基準

調達先評価お取引遵守要請

自己診断

調達ガイドライン
http://www.epson.jp/csr/procurement/

■ 調達に関する体系図
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仕組みから実効へ

今までのエプソンの活動は、主に仕組みを構築すると

ころに主眼をおいてきましたが、今後はより「調和ある発

展」の精神を浸透させ、その仕組みが生きた活動につな

がるものにしていく段階になってきたと認識しています。

そのため、調達を主管する部門を、従来は経営全般を

担当する本部に置いていましたが、2009年度から生産力

強化を担当する本部へ移管し、体制整備による実効性を

強化しました。また、現場間の意見交換の場づくりとして

定例（2カ月ごと）の連絡会を開催し、全体への徹底事項

の確認や情報共有を行ってまいりました。

さらに、調達に関する規程・基準を、現場にその仕組

みを実効させるよう見直しを推進しています。また、遵

法・不正防止の観点から行ってきた調達業務担当者教育を、

講義中心の研修からグループ演習形式へ改善し、現在ま

でに約14,000人が受講しています。

仕組みから浸透活動へ

現在、調達・遵法管理研修を全社員向け（eラーニング）

と調達業務従事者向けに区分けし、研修内容にメリハリを

付け、「より実践的に活用できる教育」と「繰り返し行うこと

により定着させるべきマインドに重きをおいた教育」への

見直しを推進しています。

2010年度以降は、それらの実践を通し世界各国・地域で

活動している社員の「CSR視点での底上げ」を図り、ビジネ

スパートナーとの信頼関係の向上を図っていきます。

エプソンのCSR活動に対する
世界からの評価

SAM社の認定

エプソンは、世界的に有名なSRI（社会的責任投資）

分野の調査・格付会社であるSAM社（スイス）の評価で

Sustainability（持続可能性）に優れた企業の“Silver class

（銀クラス）”に認定され、2010年1月に発表されました。

社会的責任投資（SRI）への組み入れ

エプソンはステークホルダーに対する情報公開の一環と

して各調査機関からのSRIに関する調査に誠実に対応を

しています。2009年度は次の主なSRIインデックスの構

成銘柄に選定されています。

■ 仕組みから浸透活動への模式図

「シルバークラス」に認定
http://www.epson.jp/osirase/2010/100128_4.htm

モーニングスター社会的責任投資株価指数
： 日本（2009年4月）

Ethibel 
Sustainability Index
: ベルギー

FTSE4Good 
Global Index： 英国

Dow Jones Sustainability Index: 米国
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■ 調達・遵法管理研修の実施範囲

管理者

担当者

一般者

「調達業務管理者研修」
2011年導入を検討

eラーニング
ベースとなるテーマを
取り上げ毎年実施
（2010 年度から導入）

調達業務従事者
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2009年度の活動
2009年度は、5つの重点分野のなかでも「青少年教育

･育成活動」と「文化･芸術活動支援」に力を入れ活動を推

進しました。

なお2009年度の社会貢献活動費は約6.6億円でした。

これからも良き企業市民として社会と共生できる企業を目

指し、社会から共感を得られるさまざまな支援活動を通じ

て、より良い社会の創造に貢献していきます。

社会貢献活動の考え方
エプソンは、「経営理念」にある「社会とともに発展する

開かれた会社でありたい」を受け、2004年に「社会貢献

理念」および「社会貢献活動方針」を制定しました。理念に

は「会社も社員も社会から共感を得られるさまざまな活動

を実践する」という意図を込めており、重点的に活動する

分野も示しています。

理念と方針をグループ全体の基盤とし、事業活動を営

む世界各地の地域社会に密着した活動を進めています。

また、エプソンの事業を支えている技術力･ノウハウの還

元も重視しています。

「青少年教育・育成活動」
環境教育終了後の記念撮影の様子 （インドネシア）

社会貢献の 5つの重点分野
●青少年教育･育成活動　●文化･芸術活動支援  
●地域活動参加･支援　●環境保全活動　●社会福祉活動
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社会貢献活動

良き企業市民として、社会貢献活動を

積極的に展開しています

69

社会とともに発展する／社会とエプソン

青少年教育・
育成活動
27%

活動費合計
（連結）

6.6億円

文化・芸術活動支援
39%

地域活動参加・
支援
13%

環境保全活動
8%

社会福祉活動
11%

その他　2%※

社会貢献理念
セイコーエプソングループは、

良き企業市民として

社会と共生できる企業を目指し、

グループ社員も地域社会の一市民として、 

社会から共感を得られる

さまざまな支援活動を通して、

よりよい社会の創造に努めます。

社会貢献活動方針

　　1. 重点活動分野で世界各地の状況に即した
　 　　貢献活動の推進

　　2. 一市民としての社会参加の促進と支援

　　3. 特徴ある貢献活動の推進
　　

4. 社会とのコミュニケーション重視

■ 社会貢献活動費の内訳

※ 災害支援活動費約1,000万円を含みます



信州省エネパトロール隊活動
エプソンは、長野県内の技術者たちが企業の壁を越え

てネットワークを作り、長野県内の中小企業を中心に官庁、

病院など、家庭を除くさまざまな施設の省エネルギー診

断をボランティアで行っている「信州省エネパトロール隊」

に協力しています。エプソンは早くから環境リーディング

カンパニーとしてさまざまな環境保全活動に取り組んでき

ました。その蓄積してきたノウハウを事例集としてまとめ、

広く地域社会にも広げようと諏訪地域の企業に配布したと

ころ、非常に好評で「実際に現場を診断してほしい」という

声があがりました。その声を受け、2000年に誕生したの

が「諏訪地域省エネパトロール隊」です。諏訪地域の製造

業を中心に、無料で省エネ診断を行い、アドバイスをする

という活動を開始しました。そして2005年にはその成果

が認められ、また長野県からの要請もあり、「信州省エネ

パトロール隊」として活動範囲を長野県全域に拡大しまし

た。エプソンはこの活動の事務局、パトロール隊の隊長

を務めるなど、活動の中心になって取り組んでいます。

現在はエプソンをはじめとして県内13企業から集まっ

た約50名の隊員により活動しています。隊員は、エネル

ギー管理士（電気、熱）、電気主任技術者などの有資格

者により構成されており、いわゆる省エネのプロによる診

断が行われています。2000年の開始以降、現在までに

230社を超える企業の診断を行いました。

活動は、地球温暖化防止（CO2排出削減）、資源の削

減対応（エネルギー効率化）、企業の体質強化（経費削

減、利益向上）を目的とし、2050年度までに1990年度

比50%を超えるCO2削減を目指しています。

活動が評価され、同隊は以下の賞を受賞しています。

この活動の目的は、企業のCO2削減と経費削減、さらには環

境意識の向上により、地球温暖化防止、企業の体質強化に貢献

することです。

また「省エネ活動は競争から協調へ」をモットーにこの活動を広

くアピールしています。このような活動が全国に広がり多くの企

業が参加することを願うとともに、今後も

地道にこの活動を継続していきます。

中小企業・宿泊施設の多い長野県において、省エネを推進する

「人･技術･情報」が求められるなか、実際の現場で省エネ診断

を実施し、着眼点、改善提案、費用対効果を具体的に提示する

活動は、事業所の環境負荷低減とコスト削減の両面で大きな成

果の出せる取り組みです。「継続は力なり！」今後もさらなる工夫

と研鑽を重ねて地球温暖化防止に取り組

んでいきます。

本社事業所 地球環境推進部
伊藤 勝一

パトロールの様子

■ 省エネパトロール隊の受賞

受賞名称 受賞年度

信州エコ大賞 2003年度

長野県知事表彰 2007年度

日本環境経営大賞（三重県主催） 2007年度

地球温暖化防止活動 環境大臣表彰 2008年度

資源エネルギー長官賞 2009年度

諏訪南事業所 生産技術センター
五味 修

■ 省エネパトロール隊の診断件数

省エネパトロール隊員の声
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諏訪地域 長野県全域
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社会貢献活動
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院内学級で特別授業「時計作り」を実施

2009年7月、長野県立こども病院･院内学級において、院内

学級で学ぶ子供たちを対象に、｢自分の時計を作ろう！｣と題した特

別授業を行いました。

院内学級は、こども病院で治療を受けながら勉強できる小さな

学校で、この特別授業には小学生から中学生までの15名の子供

たちが参加しました。

子供たちは2週間前から文字板製作に取り組んでおり、それぞ

れが写真や絵、ビーズなどを使って、世界に一つしかない時計作

りを行いました。電池を入れて針が動いた時はなんとも言えない

笑顔に満ち溢れていました。

青少年教育･育成活動 （日本） 青少年教育･育成活動 （中国）

中国四川大地震から1年、辞書を寄贈

中国･四川大地震被災地に対して、これまで政府や民間企業な

ど各界から、さまざまな方法で援助がされています。

2009年5月、Epson （China） Co., Ltd. （ECC／中国）は、

学生たちの学習環境が早く元の状態に戻るよう、四川省綿陽市

三台県中新鎮中心小学校の生徒たちに1,320冊の英漢辞書を寄

贈しました。

エプソンは地震発生後、被害が深刻な地区にある綿陽市三台県

中新鎮中心小学校と広元市利州区宝輪一小石橋村小学校に、合

計24の臨時教室を提供し、 約2,000人の生徒と教師が授業を行

なえるように援助しました。またECCの社員たちも、被災地再建

のために寄付を行っています。

青少年教育･育成活動 （コロンビア）

青少年教育向上のためのパソコン教室開設

Epson Colombia Ltda．（ECOL／コロンビア）は、2009年

8月から地域青少年基金が保有する施設に教育能力向上を目的と

してパソコン教室を開設しています。

教室開設にあたっては、教室のレイアウト設計、コンピューター、

モニター、プリンターなどの機材およびソフトウェア、設置する机

などの寄贈を行うとともに、社員自らが機材設置やソフトウェアの

インストールを行いました。今後の運営は基金のメンバーが行い

ます。この施設は地域に居住する青少年が学ぶ科学技術訓練セン

ターとして稼動し、教育水準向上に役立っています。

子供たちが作った時計

パソコン教室の授業風景

寄贈された英漢辞書 辞書に大喜びの子供たち

青少年教育･育成活動 （香港）

エプソン愛心生態植物花園の開園

エプソン財団（香港）は香港の惇裕学校（Tun Yu School）での

生態植物園作りを支援しています。この植物園は「エプソン愛心生

態植物花園」と名付けられ、2009年10月に小学校内に開園しま

した。

開園式では、財団代表のスピーチのなかで「児童の皆さんはこ

の生態植物園で、生態系や植物の成長の様子を実際に自分の目

で観察して、深く学ぶことができます。その経験はきっと、植物を

大切にし、環境を守ろうという意識につながっていくことでしょう」

と述べました。

エプソンは惇裕学校の子供たちはじめ、植物園の来園者の体験

が、その家族や友人にも伝わり、環境保護の輪が広がっていくこ

とを願っています。

エプソン愛心生態植物園への来園者
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地域活動参加･支援 （台湾）

文化･芸術活動支援 （日本）

サイトウ･キネン･オーケストラへの支援

エプソンは世界的な評価を得るに至ったサイトウ･キネン･オー

ケストラの活動趣旨に賛同し、エプソンのメセナ活動の一環として

我が国の音楽･芸術の発展に寄与することを目的に1989年の欧

州公演より支援しています。

1992年からは毎年長野県松本市で開催される「サイトウ･キネ

ン･フェスティバル松本」に特別協賛会社の1社として協賛してい

ます。このフェスティバルでは、世界各国･地域で活躍する音楽

家が長野県松本市に集結し、約1カ月にわたりオーケストラ演奏を

するほか、長野県内の小学生および特別支援学校の児童を招待し

て、若手演奏家による子供のための音楽会が開催されます。

そのほか、当オーケストラが演奏する海外公演の支援も行って

います。

地域クリーン活動の実施

エプソンは、各事業所で周辺地域の清掃活動を行っています。

社員がゴミ袋を手に、草むら、道路沿いの植え込みや、道路･側

溝などに散乱しているゴミなどを分別しながら拾います。また近隣

駅の清掃では、窓拭きや階段･ホームの清掃に汗を流し、鉄道関

係者や利用者の皆様からも感謝の言葉をいただきました。私たち

はこのような活動を通じ、 地域社会への貢献、社員のモラル向上

を図るとともに、健康増進にもつなげていきたいと考えています。

地域活動参加･支援 （日本）

台風被害での救援活動  

2009年8月、上陸した台風8号による災害「八八水害」は台

湾、特に東南部地域に大きな被害をもたらしました。ここ50年で

最も大きな水害で、道路も建物も土石流に流され、山間部に住

む住民の多くが今も行方不明のままです。中部地域においても

その被害は大きく、土石流によって道路が寸断され、学校は倒壊

し、家も埋まってしまっている状態となりました、Epson Taiwan 

Technology & Trading Ltd.（ETT／台湾）はボランティアを募り、

南投県神木村に出向き被災者宅の片付けを手伝うなど2日間の救

援活動を行いました。

このほかにETTは、社員と会社から台湾元で100万元を集め、

被災者と子供たちの学費のた

めに寄付を行うとともに、プリ

ンターの寄付や修理なども実

施しました。

演奏会の様子

清掃活動の様子

現地の様子

文化･芸術活動支援 （イスラエル）

世界最大規模の水中写真コンテスト協賛

Epson Europe BV Israel Office（イスラエル）は2009年11

月、Red Sea 2009 World of Underwater Imagesコンテスト

（2009紅海水中写真コンテスト）に協賛しました。

イスラエルの紅海に接するエイラット市で例年開催され、「水中

のオリンピック」として知られるこのコンテストは、世界中の著名な

プロ･アマの写真家が参加しています。エプソンはメインスポン

サーとして2008年度から協賛しています。事前に撮影した水中

写真を応募する部門と、開催期間中に海に潜り、魚などの生物を

撮影し応募する2つの部門があり、2009年度はおよそ130名の

写真家が参加、合計でおよそ1,000点を超える作品の応募があ

りました。コンテストには水中生物の大切さを訴えるメッセージも

込められており、このコンテ

ストはカラーイメージングと

環境保護を推進するエプソン

のイメージと合致したものだ

と考えています。

表彰式の様子
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環境保全活動 （日本）

「インクカートリッジ里帰りプロジェクト」を通じた国連環境計画への支援

エプソンは家庭用プリンターの使用済みインクカートリッジの共

同回収活動「インクカートリッジ里帰りプロジェクト（エプソンのほ

か、ブラザー、キヤノン、デル、日本HP、レックスマークの6社

による共同事業）」の一環として、国連環境計画（United Nations 

Environment Programme:通称｢UNEP｣、本部 :ケニア･ナイ

ロビ）への寄付を実施します。

「インクカートリッジ里帰りプロジェクト」は、2008年4月から6 

社が日本郵政グループと協力して行っている家庭用プリンターの

使用済みインクカートリッジの共同回収活動です。使用済みインク

カートリッジの再資源化は、インクジェットプリンターを販売する企

業の社会的責任として、地球環境保全を目指した循環型社会の形

成に向け取り組まなければならない課題であるという共通認識の

もとに、このプロジェクトを行っています。

この「インクカートリッジ里帰りプロジェクト」の新たな施策として、

地球温暖化、気候変動、生物多様性の危機、資源の効率化など、

さまざまな地球環境問題に取り組んでいるUNEPへの寄付を行う

ことを決定しました。UNEPが行う森林保護や生物多様性の保全

などの活動を側面から支援することで、同プロジェクトの社会的意

義を高めるとともに、より一層積極的に地球環境保全に取り組ん

でいきます。

寄付の仕組みは、全国の主要な郵便局3,639局および一部自

治体にて回収したインクカートリッジ1個につき3円を掛け合わせ

た金額を6カ月ごとに集計し、UNEPに寄付するというものです。 

1回目の集計期間は2009年10月～ 2010年3月とし、以降6カ

月ごとに集計し回収数量に応じた寄付を行います。 

使用済みインクカートリッジ回収箱

エプソン財団（香港）およびEpson Hong Kong Limited（EHK

／香港）はConservancy Associationが主催する樹木を題

材としたフォトコンテストにメインスポンサーとして協賛しました。

Conservancy Associationは環境保護活動を行っている団体

のなかでは香港で最も長い歴史のあるNGOです。近代都市であ

る香港では緑化は重要です。我々が日常使用する紙、家具、そし

て我々が吸う空気さえ、すべて木から発生します。樹木の重要性

を考えるとともにそれらに感謝し、守っていくことを目的として当

コンテストは開催されました。香港に居住する青少年および一般

の方からの応募をもとに優秀作品を展示し、来場者に木々の重要

性を訴えました。

環境保全活動 （香港）

「樹木」を題材としたフォトコンテストへの協賛

展示会場の様子

環境保全活動 （インドネシア）

地域小学生への環境教育の実施

PT. EPSON BATAM （PEB／インドネシア） は、2010年1月、

近年問題となっている地球温暖化に関して、近隣の小学校の児童

を対象とした環境教育プログラムを実施しました。このプログラム

は、環境教育のほか、PEBの環境活動を紹介したり、商品を通し

てエプソンの環境への配慮を理解してもらうことを目的としたもの

です。

当日は、環境ビデオの鑑賞、PEBの工場見学（環境保全のた

めのPEBの取り組みを紹介）、地球温暖化に関するクイズやポス

ターコンテストも行われました。子供たちは10グループに分かれ、

終了時刻まで皆大変熱心に取り組みました。ポスターコンテスト

では上位3名を表彰し、そのほかにも参加した子供たち全員に参

加賞を贈りました。子供たちの

大変嬉しそうな表情が印象的で

した。最後に全員で写真撮影

をし、この日の教育を終了しま

した。

ポスターコンテストの様子
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社会福祉活動 （シンガポール）

恵まれない子供たちを招きイベント開催 

社会福祉活動 （日本）

エプソンは、自主プログラムとして社員の参加数に応じて会社か

ら一定額を寄付するマッチングギフトを2007年度より実施してい

ます。対象となるのが諏訪湖マラソン大会と諏訪湖一周ウォーク

大会です。

諏訪湖マラソン大会は、全国から約7,000名のランナーが集う

大規模な市民マラソン大会です。エプソンの社員も「自己への挑

戦」をしていますが、2007年度から「社会貢献」の一環としてこの

大会を「チャリティーマラソン」と位置付け、完走した社員の人数

に応じて会社から一定金額を拠出し、福祉施設などに寄付をする

マッチングギフトを行っています。3回目となる2009年度は170

名の社員が完走し、総額90万円相当（定価ベース）の寄付を実現

しました。寄付先は、「社会福祉法人この街福祉会　諏訪市清水

学園」、「長野県立こども病院　院内学級」の2箇所で、完走した

社員の代表者が訪問して寄贈式を行いました。

また一周16kmの諏訪湖を、時間をかけて景色を楽しみなが

ら歩く諏訪湖一周ウォーク大会には毎年大勢の社員が健康づくり

のために参加しています。エプソンでは2008年度よりこの大会

を「チャリティ･ウォーク」と位置付け、社員に参加を呼びかけ、大

会に参加したエプソンの社員とその家族の数に応じて、会社から

一定金額を拠出し、地域の福祉施設などに寄付を行っています。

2009年度は1,000名を超える社員･家族が参加し、総額140万

円相当の寄付を実現しました。寄付先は、「長野県伊那養護学校」、

「長野県松本養護学校」、「長野県寿台養護学校」、「社会福祉法

人日本聴導犬協会」の4箇所で、養護学校の3校には当日参加し

た社員の代表が訪問し、寄贈式を行いました。

マッチングギフトの取り組み

伊那養護学校での寄贈式の様子

社会福祉活動 （ドイツ）

190日社会奉仕活動の実施

Epson Deutschland GmbH（EDG／ドイツ）は、2008年度

より190日社会奉仕活動（190 Days of Social Commitment）

に取り組んでいます。これは、EDGの190人の社員それぞれが

1日休暇を取り、メルブッシュ･オフィス周辺の社会福祉施設や教

育機関のために奉仕するという社会貢献活動です。

2009年度の主な活動は以下のようなものがあります。

8月、写真撮影を趣味としているスタッフがデュッセルドルフに

ある児童がん病院のサマーフェスティバル開催時に訪問し写真を

撮影、プリンターで出力し、記念に子供たちにプレゼントしました。

12月、低所得家族が楽しいクリスマスを過ごせるよう、地元

NGOや放送局との連携のもと、EDGスタッフが率先して食べ物

やおもちゃなどを集め、各家庭にプレゼントしました。

Epson Singapore Pte. Ltd. （ESP／シ ン ガ ポ ール）は、

2009年9月、恵まれない子供たちの支援を目的とした、シンガ

ポールの二大慈善団体のMILK（Mainly I Love Kids）、レイクサ

イド･ファミリー ･センターと協力し、110名の児童とその親を映

画上映会に招待しました。

イベントは、マリーナサウス埠頭のスチュワード･リバーボートで

行われ、映画上映会とともに、船上ではバイキングスタイルの食

事がふるまわれました。ESPからは社員35名が参加しました。上

映にはエプソンのプロジェクターが使用され、観客は画像の明る

さと鮮明さにとても感心していました。　

イベントにはマジシャン2名も加わって、子供たちにマジックを

披露しました。イベントは大成

功に終わり、素晴らしい夕べを

過ごせたことに子供たちからは、

心から感謝の言葉が聞かれま

した。
イベント会場の様子

プリンターでの写真出力会場の様子

清水学園での寄贈式の様子
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NGOとのコミュニケーション （海外）
2009年4月、エプソン気象予測センター（1995年イタ

リアに設立）とWWF（世界自然保護基金）は、気候変動が

環境に与える影響に関して、協力し合うための主要なパー

トナーシップを結びました。

WWFは環境保全に取り組む世界最大規模の自然保

護団体で、500万人以上の支援者に支えられています。

WWFではOasisと呼ばれる自然保護管理公園の保護活

動を行っており、イタリアでのOasis活動は、WWFがイ

タリアでかかわっている最大のプロジェクトにあたります。

WWFのOasis活動で観測された情報は、まとめられ

活用されていますが、気候変動調査や研究に使用するた

めには、より精度の高い気象情報が求められていました。

パートナーシップにより、エプソン気象予測センターの高

精度な情報提供が実現し、継続的に気候変動をモニタリ

ングできるようになりました。

このモニタリング結果を「自然年鑑」にまとめ、エプソン

気象予測センターや、WWF Webサイトの情報提供ペー

ジとしても活用されています。その結果WWF Webサイ

トでは、動植物の自然観察、草花の開花情報、さらには

気候変動に関する情報を常にリアルタイムに更新すること

が可能となりました。

コミュニケーションの基本方針
ステークホルダーの皆様と適切なコミュニケーション

を実践していくために、エプソンは「グローバルコミュニ

ケーションスタンダード」を1998年に制定し、さまざまな

コミュニケーションの実践のよりどころとしています。法

規制を遵守することはもとより、国際社会における倫理規

範にのっとり「開かれた会社」という認識に立ってさまざま

なコミュニケーション活動を行っています。

環境に関するコミュニケーションのあり方をまとめた「グ

ローバル環境コミュニケーションガイドライン」（2008年

制定）を活用し、企業活動のなかでの環境への取り組み

について理解を深めたうえで、情報発信を行っています。

社外への広報活動においては、ネガティブ情報を含むエ

プソンの活動・取り組みを、適時適切にお伝えすることを

基本としています。

株主･投資家の皆様とのコミュニケーション
当社は、株主総会を株主の皆様と直接的なコミュニ

ケーションをとることのできる機会と捉えています。そこ

で2009年の株主総会では、2015年度におけるエプソン

のありたい姿をイメージした長期ビジョン「SE15」の内容

について、碓井社長が直接、株主の皆様にご説明しました。

また毎年、株主総会では株主の皆様から幅広いご意見

やご質問を頂戴しており、これに対して碓井社長をはじめ

とする役員が真摯に回答するよう努めています。

株主総会の様子

WWFスタッフとの記念撮影の様子
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コミュニケーション活動

積極的なコミュニケーション活動を通じて、

信頼関係を深めています
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芸術分野でのコミュニケーション
世界各地でのフォトおよびイメージングコンテスト

Epson Austral ia Pty. Ltd.（EAL／オーストラリ

ア）が2010年2月に 主 催したThe 2010 EPSON 

Internat ional Pano Awardsは、パノラマ写真を対

象にすべての写真家に門戸を開いています。

また、シンガポール（2009年6月）とマレーシア（2010

年1月）で開催された米国の著名な写真家の写真展を支

援すると同時に、コンテスト、ワークショップを併催してい

ます。

日本では、インクジェットプリントによる写真作品づくり

を幅広い方々に楽しんでいただくために2006年より「フォ

トグランプリ」を実施しています。

  さらに、アジアの国と地域を対象とした「カラーイメージ

ングコンテスト」は、1994年の開催から2009年で16回

を数えます。デジタルによる新しい表現方法を積極的に

発表できる場を提供し、日本、中国、台湾、インドネシア、

フィリピン、インドなど幅広い地域から参加を得ています。

2009年度の応募者総数は、2,358人でした。

このようにエプソンでは、世界各地でプリンターユー

ザーの創造性を支援するため、さまざまなデジタルイ

メージングのコンテストを実施しています。

社員とのコミュニケーション
CSRを考える会

2006年からスタートした「CSRを考える会」は、2010

年3月末で延べ約8,500人の社員が参加しています。

2009年度は、ウオッチ事業部で実施し240人の社員

が参加しました。

この会は、社員にCSRを考える機会を提供し、活動に

対する改善提案や社員の声を聞くことができる大変有意

義な場となっています。

地域とのコミュニケーション
エプソンは、事業所や工場が立地する地域の皆様に、

事業活動や環境活動についてご理解いただくため、見学

会や報告会を実施しています。

2009年度は、国内の11事業所において地域コミュニ

ケーションを開催し、事業所の環境活動やリスク管理体制

などについて相互理解を深めることができました。

Webサイトを通じたコミュニケーション
ボーダーレスであるインターネットの特性から、Web

サイトのデザインを世界で統一することはブランド信頼度

への影響の観点からも重要だと考えています。そのため、

世界各地の販売会社と協働し、Webサイトのデザイン統

一に向けて動いています。これにより、エプソンのWeb

サイトに訪問していただいたお客様をはじめとする皆様に、

より使いやすいホームページを提供いたします。2011年

度末までのWebサイトデザインのグローバル統一を目指

し、欧州地域と南アジア地域から順次切り替えを進めて

います。

シンガポールでの展示会の様子

地域住民との意見交換会の様子

公害対策の現場見学の様子

グローバルで統一される予定のWebサイト
のトップページ
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〒392-8502　長野県諏訪市大和3-3-5
Tel: 0266-52-3131（代表）
http://www.epson.jp


